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第１回検討会での主な意見等 

意見 事務局見解 

まちづくりの場合、特に公共的な事業ではリター

ンをどう設定するかが難しいと思うが、公共的な貢

献を行うことで、関係主体がともに win-win の関係

になれる形が望ましい。 

→ リターンの設定については、作成するマニュア

ルの事例紹介の中で紹介します。 

→ 鯖江市におけるＣＦを活用したツツジの街路植

栽整備では、支援者名の入った看板設置、地元雑

貨メーカーの木製時計等をリターンとして設定

しています。 

本日紹介いただいた京町家まちづくりファンド

は寄付ということで税制上の優遇措置が用意され

ているが、クラウドファンディングでも寄付型につ

いては、そのような形も設定し得るのではないか。

また購入型や投資型についても、リターンの設定

の仕方によって多様な人たちをステークホルダー

にし得るのではないか。今後いろいろと展開する上

では、クラウドファンディングの種別を適切に使い

分けることが重要ではないか。 

→ リターンの設定については、作成するマニュア

ルの事例紹介の中で紹介します。 

→ なお、寄付型については、寄付対象が地方公共

団体である場合や、一定の要件を満たす法人や団

体の場合は、寄付金控除が受けられます。 

投資家にリスクの面をどのように説明していく

のか、その見せ方にも工夫が必要かと思う。また投

資型、購入型、寄付型の区別が一般の方には分かり

にくいかと思うので、今後作成するマニュアルにお

いてもその辺がポイントになるのではないか。 

→ 作成するマニュアルの中で、支援者および起案

者のリスクを簡潔に示します。 

→ 作成するマニュアルの中で、そもそもクラウド

ファンディングとは何かということを丁寧に記

載します。 

アンケート結果では、再開発や区画整理にクラウ

ドファンディングを活用したいという意見が挙が

っていたが、そういった事例もでてくると、また広

がりも出てくるのではと感じた。 

→ 再開発や区画整理の事業費をＣＦを活用して調

達することは難しいですが、これら事業に関連す

る比較的小規模な事業（街路植栽整備やモニュメ

ントの設置等）であればＣＦの活用も可能かと考

えます。 

地域の課題解決にクラウドファンディング及び

この制度をどのように使っていけるのか、歴史的資

源が残っているような特殊な地域だけでなく、一般

的な地方都市が抱える中心市街地の空洞化等に対

してどのような活用手法があるのか、今後取りまと

めるマニュアルにおいても、一般的な都市の事例も

ぜひ取り上げていただきたい。 

また、全国的に空き家の増加が社会問題となって

いる。改修して使えるような空き家はよいが、空き

家解体後の空き地を上手く活用している事例や事

業スキームを提示していただけるとよい。 

→ マニュアルの中で紹介するＣＦ活用のまちづく

り事例については、特定地域に限られる等の特殊

なものではなく、汎用性の高いものを選定しま

す。 

→ 空き家解体後の空き地活用にＣＦを活用してい

る具体的な事例が現段階では見当たらないため、

ＣＦを活用したまちづくり事業の例としてマニ

ュアルに記載します。 
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第１回 クラウドファンディングを活用したまちづくりに関する検討会 

議 事 録 

 

日 時：平成２７年３月１７日１５：００～１７：２０ 

場 所：（公財）都市計画協会会議室 

●参加者 

＜有識者＞ 

赤井 厚雄 早稲田大学総合研究機構 客員教授（座長） 

浅海 義治 一般財団法人世田谷トラストまちづくり トラストまちづくり課長 

大月 敏雄 東京大学大学院工学系研究科 教授 

島崎 征夫 熊本県企画振興部 部長 

島村 昌征 一般社団法人第二種金融商品取引業協会 事務局長 

杉本 健 株式会社日本政策投資銀行 企業金融第６部部長 

谷山 智彦 株式会社野村総合研究所 上級研究員 

堤 盛人 筑波大学システム情報工学系社会工学域 教授 

樋野 公宏 東京大学大学院工学系研究科 准教授 

 

＜ゲストスピーカー＞ 

猪尾 愛隆 ミュージックセキュリティーズ株式会社 証券化事業 取締役 

八木 輝義 株式会社サーチフィールド FAAVO 事業部 リーダー 

田島 実可子 株式会社サーチフィールド FAAVO 事業部 

田中 克徳 三菱地所株式会社 法人ソリューション営業部 副長 

＜国土交通省＞ 

天河 宏文 都市局まちづくり推進課長 

神谷 将広  都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室長 

小林 靖 土地・建設産業局不動産市場整備課長 

（代理）土地・建設産業局不動産市場整備課不動産投資市場整備室長 小林 正典 氏 

 

＜オブザーバー＞ 

中西 良尚 名古屋市住宅都市局都市計画部歴史まちづくり推進室長 

永原 誠 名古屋市住宅都市局都市計画部歴史まちづくり推進室調査企画係長 

寺澤 昌人 京都市都市計画局まち再生・創造推進室空き家対策課長 

上原 智子 公益財団法人京都市景観・まちづくりセンター事務局次長 

田中 規雄 北九州市産業経済局新成長戦略推進室サービス産業政策課長 

片山 二郎 北九州市産業経済局新成長戦略推進室サービス産業政策課事業推進担当係長 
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＜一般財団法人民間都市開発推進機構＞ 

髙橋 忍 常務理事 

山下 浩一 企画部長 

前川 健二 企画部調査計画課長 

 

＜公益財団法人都市計画協会（事務局）＞ 

杉山 雅英 業務執行理事 

藤塚 仁 調査研究部長 

依田 真治 調査研究部主任研究員 

石神 絵里奈 調査研究部 

 

●次第 

１．挨拶 

・一般財団法人民間都市開発推進機構 高橋 忍 常務理事 

・国土交通省都市局まちづくり推進課 天河 宏文 課長 

２．出席者紹介 

３．座長挨拶 

４．議事 

（１）調査全体の概要と検討会の位置づけ 

（２）まちづくりにおけるクラウドファンディングについて 

（３）クラウドファンディングの現状について（music securities、FAAVO） 

（４）クラウドファンディングの活用に向けた取組等について（熊本県、名古屋市、京都市） 

（５）クラウドファンディングを活用したまちづくりに関する事例調査等について 

（６）意見交換 

５．その他（連絡事項等） 
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●議事概要 

■ クラウドファンディングを活用したまちづくり支援制度の内容について、目標額の１/

２を超えたものの目標額に達しなかった場合に支援を行うとあるが、このスキームは既

に決まったものなのか。 

⇒ 最終的に決まっているものではない。 

 

■ 初期費用に限らず、整備した後の運用等で活用していけるようなスキームであるとあり

がたい。 

⇒ この制度を活用するためのハードルとして目標額の１/２は達成するという条件であ

り、それで足りない部分を支援していくという枠組みとなっている。いずれにせよ、こ

れから制度づくりを行っていくということで、この検討会での議論を反映していただけ

ればと思う。 

 

■ 「まちづくり」のイメージについて、事例として紹介いただいているものは古民家の再

生・活用といったものが多いように思うが、そういったものだけでなく、例えば公園整

備といった公共事業的なものも含まれると考えてよいか。もう一点は、この制度が既存

の住民参加型まちづくりファンドをより広く活用してもらうことを目的としたものなの

か、それともまちづくりにクラウドファンディングを広く活用していきたいという意図

なのか、どちらなのかを確認させていただきたい。 

⇒ 最初のご質問について、公共的な事業であれは活用していただけると思うが、今回の

制度は、公共団体が自ら行う事業は対象ではなく、地域住民等の民間が行うまちづくり

事業を支援していくというスキームである。二点目については、後者のクラウドファン

ディングを活用したまちづくりを積極的に広めていきたいという意図である。 

 

■ 名古屋市と京都市でこの制度の活用を考えられているようだが、仲介事業者の選定方法

はどのように考えているか。制度を活用する事業者に任せる形か。 

⇒ 行政の方で特定の仲介事業者を決めることは難しいと考えており、制度を活用する事

業者の判断で決めてもらうことを想定している。 

⇒ 例えば提案と入札を組み合わせた総合評価のような形で仲介事業者を決定する方法も

あるかと考えている。ただし、京都市では投資型のクラウドファンディングを想定して

おり、そうすると現状でミュージックセキュリティーズなど数社に限られるかと思う。 

⇒ 議会等への説明もあるため、公募のような形が想定される。期待するのは、このよう

な制度づくりを行うことで、投資型の仲介事業者も増えてくる可能性がある。それを待

っていては遅くなってしまうため、何らかのアクションを起こしていく必要がある。先

ほどのアンケート結果でも、事例を分かりやすく示してほしいという意見があり、試行

的にでも成功事例をつくっていくことが重要かと考える。 

⇒ 弊社ではこれまで２つのパターンの経験があり、先に仲介事業者の公募があり選定さ

れた後にクラウドファンディングを活用したい事業者を募集するタイプと、先に事業者

が決まっているタイプがあるが、前者の方が効果的ではないかと考える。やはりファン
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ドごとに運営者が異なると仕組みも異なってくるため、ＰＲするときも募集の仕方が変

わってくる。投資家としても一つのシリーズとして見えた方が理解しやいし、仲介事業

者としてもＰＲしやすい。 

 

■ 先ほどのご意見にあったまちづくりのイメージにも関わるが、まちづくりの場合、特に

公共的な事業ではリターンをどう設定するかが難しいように思う。そういった中で、先

ほど三菱地所さんのご提案にあった、容積率を足すアイディアは面白いと思った。公共

的な貢献を行うことで、関係主体がともに win-win の関係になれる形が望ましい。 

 

■ 地域の課題解決にクラウドファンディングおよびこの制度がどのように使っていけるの

か、歴史的資源が残っているような特殊な地域だけでなく、一般的な地方都市が抱える

中心市街地の空洞化等に対してどのような活用手法があるのか、今後取りまとめるマニ

ュアルにおいても、一般的な都市の事例もぜひ取り上げていただければと思う。また全

国的に空き家の増加が社会問題となっているが、改修して使えるような空き家はよいが、

空き家解体後の空き地を上手く活用しているような事例や事業スキーム提示していただ

けるとよい。 

 

■ リターンの設定が難しいところであり、面白いところではないかと思う。本日紹介いた

だいた京町家まちづくりファンドは寄付ということで税制上の優遇措置が用意されてい

るが、クラウドファンディングでも寄付型については、そのような形も設定し得るので

はないかと考える。また購入型や投資型についても、リターンの設定の仕方によって多

様な人たちをステークホルダーにし得のではないかと思う。今後色々と展開していく上

では、クラウドファンディングの種別をどれだけ厳格化していくのかが課題ではないか

と感じる。 

 

■ 先ほどご説明のあったアンケート結果を見ると、再開発や区画整理にクラウドファンデ

ィングを活用したいという意見が挙がっていたが、そういった事例もでてくると、また

広がりも出てくるのかなと感じた。また鎌倉の事例で、年度をまたいだ事業が難しいと

いう意見もあったが、近年の公共事業ではその辺も柔軟になりつつあると思うので、国

としてのサポートも検討していただければと思う。また今回の検討会での話を聞いて、

クラウドファンディングで行うということの本質がよく分からなかったので、その部分

も次回は少し掘り下げて議論できればよいかと思う。 

 

■ 投資家にリスクの面をどのように説明していくのか、その見せ方にも工夫が必要かと思

う。また投資型、購入型、寄付型の区別が一般の方には分かりにくいかと思うので、今

後作成するマニュアルにおいてもその辺がポイントになるのではないかと思う。 

 

以 上 



 
 

地方公共団体によるクラウドファンディングの支援事例 

（仲介事業者を活用した地域のまちづくり案件の支援に向けて） 
 
 
地方公共団体が地域内におけるクラウドファンディングの活用を支援するために、地

方公共団体が仲介事業者を自ら選定し、制度の普及促進・案件の発掘・資金調達計画の

サポート等を委託する例も見られます。 
ここでは、地方公共団体での実施例をふまえつつ、地方公共団体による支援事例の概

要を紹介します。なお、両府県とも支援対象はまちづくり案件に限定したものではあり

ませんが、地方公共団体が支援内容を検討するに当たって参考になると思われます。 
 
 
 

【地方公共団体が仲介事業者を選定するメリット】 

・ 仲介事業者の持つ事業計画や資金調達計画の策定ノウハウを活用して、地域内のま

ちづくりの取組みをピンポイントで支援することができます。 
・ 仲介事業者との委託契約の仕様書によって、はたらきかけをお願いしたい事項を地

域の実情に応じた形で規定することができます。 
 

【仲介事業者への委託業務の概要】 

① クラウドファンディングの普及啓発 
特に初期の段階では、クラウドファンディングの仕組みそのものを知ってもらう

ためのセミナーや相談会を開催することが普及啓発に当たって重要です。 
② 対象案件の発掘 

クラウドファンディングによる資金調達や事業そのものの実現性が高い有望な案

件を探し出します。委託先事業者が行うケース（大阪府）、地方公共団体管内の協力

機関（金融機関・商工会議所など）が行うケース（兵庫県）などの方法があります。 
③ 事業計画や資金調達計画の策定に係るサポート 

通常、投資型の場合は、事業計画や資金調達計画の策定に係る初期費用相当額を

仲介事業者に対して負担しますが、兵庫県のケースでは初期費用相当額の助成を行

っています。 
 

【選定時における整理事項】 

・ 仲介事業者の選定に当たっては、公募期間・応募条件・仲介事業者のタイプ（投資

型・購入型・寄付型）を定めるかどうか・審査手順・審査機関・委託する業務内容・

業務期間・契約金額等を整理します。 
・ 兵庫県の事例のように、プロジェクトを行う事業者への支援も行う場合は、支援対

象事業を選ぶための必要事項も合わせて整理します。 
  

参考資料-2 
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参考：兵庫県・大阪府の取組み 

※ まちづくり案件に限定した取組みではありませんが、支援内容の検討時の参考として下さい。 
（以下、クラウドファンディングを「CF」と略して表示） 

 

 兵庫県 大阪府 

担当部署 
産業労働部 産業振興局 新産業課 商工労働部中小企業支援室商業・サービ

ス産業課新産業創造グループ 

目的 
地域振興に資する中小企業の事業を CF

の活用によって支援するため 

CF 事業者を大阪に根付かせ､府内の中

小企業に CF を普及させるため 

開始年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

選定した 

仲介事業者 

ミュージックセキュリティーズ（投資型） 大阪セキュリティーズ（投資型）25 年度～ 

㈱きびもく（購入型）26 年度～ 

※ 事業のモニタリングが可能なことから

投資型に限定して選定 

※ 25年度は投資型のみ、26年度は購入

型のニーズにも対応できるよう投資型・

購入型 1 社ずつで選定 

業務の概要 

・プロジェクトの募集・審査の支援（委託業務） 

・ファンドの組成・運営（協力業務） 

以下の事業分野への失業者の新規雇用

の実施 

・CF の普及啓発 

・CF 案件の発掘 

・CF 資金調達計画の策定支援 

特徴 

① CF 事業者は県が選定。CF 実施に係

る業務は、県の委託を受けた外郭団

体「ひょうご産業活性化センター」が

実施 

① 雇用対策の枠組み（緊急雇用創出基

金事業）を活用して CF 事業者そのも

のを支援 

（一定人数を新規雇用し、期間満了後も

半数超を継続雇用することを条件） 

② 県内の地銀・信金・信組・商工会議所

計 35 団体からなる「協力機関」が、案

件の発掘・精査・支援対象への推薦

を担う（地域経済と関連の深い機関

の協力により、優良な案件の発掘や

事業実現に向けた精査が可能） 

② 支援対象の CF 事業者は、大阪に本

社があることを条件に付与（大阪に

CF 事業者を根付かせることを目的と

したため） 

③ 協力機関から推薦された中から選定

された事業に対し、ファンド組成に係

る初期費用等が支援される 

③ CF 事業者には、事業計画をサポート

した案件を他の CF 事業者に紹介す

ることを条件に付与 

取組み結果 

今後の方向性 

・ 26 年度は支援対象事業（きらりひょうご

プロジェクト）として 26 件中 9 件を選定 

・ 27 年度も同様に支援対象事業を選定 

・ 2 年間の取組みにより、「CF 事業者を大

阪に根付かせる」との当初目的は達成 

・ 27 年度は、CF 普及のための勉強会の

企画をメイン業務に設定 

（勉強会の対象者である金融機関・商工

会・税理士を通じて、中小企業に CF の

仕組みを展開させることを目的に設定） 
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平成27年度 ひょうごふるさと応援・成長支援事業の概要 

 

 

１ 事業目的 

地域ブランドとして成長･飛躍を目指す中小企業者の優れたビジネスプランを「キラリひょうごプ

ロジェクト」として選定し、ふるさと投資（注１）を活用した応援者づくりと資金調達を支援する

ことで、地域経済の活性化と地域のブランド力強化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）ふるさとの応援・成長に資する取組を発掘・選定 

① ふるさとの応援・成長に資するビジネスプラン（商品開発・事業拡大・新事業展開）を公募 

【対象となるビジネスプラン】 

地域の資源･特色または独創的な技術･アイデア等を生かした取組であり、ふるさと投

資により資金調達と応援者（潜在顧客）の獲得を目指す事業計画 

② 協力機関（注２）が事業計画のブラッシュアップを支援 
③ 優れた事業計画をキラリひょうごプロジェクトとして選定（上限10件） 

（２）プロジェクトの概要・魅力を県内外に情報発信（ＰＲ） 

専用ＨＰ・リーフレット等により、地域が誇るオンリーワンの取組として、プロジェクトの
概要や魅力、事業の進捗状況等を県内外に情報発信(http://www.kirari-hyogo.com) 

（３）支援措置 

指定事業者（注３）及びひょうご産業活性化センターから以下の支援を提供 

 ふるさと投資による資金調達とファンづくり（指定事業者） 

減免価格で小口の投資ファンド（規模：500 万円～3,000 万円程度、運営期間：2～5年）

を組成し、応援者（潜在顧客）の開拓・形成を図りつつ、事業に必要な資金を調達 

 事後フォロー（活性化センター） 

プロジェクト実施に当たり、活性化センターが専門家派遣やコンサル、販路開拓等の支

援を提供 

 

【スケジュール】 

4月 13日～ 6月30日  事業計画の募集 

7月～10月      審査（書面審査・適正評価調査の実施） 

10月中旬              キラリひょうごプロジェクト選定 

12月上旬～ 専用ＨＰ等でキラリひょうごプロジェクトのＰＲ、プロジェクト毎

に投資ファンドを組成し資金調達 

（個別ファンド毎に資金調達が完了した時点でプロジェクトを開始） 

 

【実施主体】 県から（公財）ひょうご産業活性化センターに委託して実施 

 

 

注１：ふるさと投資＝地域資源の活用やブランド化など、地方創生等の地域活性化に資する取組を支えるさ

まざまな事業に対するクラウド・ファンディング等の手法を用いた小口投資であって、地域の自治体

や地域づくり団体の活動と調和が図られたもの（内閣府地方創生推進室の定義）。 

注２：協力機関＝県との協定に基づき、案件発掘や事業計画作成支援等の事業推進に協力を行う機関（地域

金融機関、商工会議所、商工会、県中小企業団体中央会） 

注３：指定事業者＝県が企画提案コンペで選定した第２種金融商品取引業者（ミュージックセキュリティー

ズ株式会社）。県との協力協定に基づき、ふるさと投資に関する支援措置を提供 
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【事業スキーム図】 

 

キラリひょうごプロジェクトの成長、発展 
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ひょうごふるさと応援・成長支援事業にかかる指定事業者 

（第２種金融商品取引業者）の企画提案募集の概要 

 

１ 業務内容 

  下表の２つの業務（委託業務、協力業務）を実施できる事業者を総合評価方式（実績・運営

体制、提案内容の評価＋見積額）で選定 

区分 内容 備考 

委託 

業務 

■募集・審査の支援業務 

・募集協力（研修会、説明会への講師派遣） 

・適正評価調査（企業診断、リスク調査等） 

・事業計画の改善支援（分配ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ作成等） 

センターとの委託契

約に基づき実施（委託

事業） 

協力 

業務 

■応援事業のファンド組成・運営・広報協力 

（自社保有ＨＰ及び契約システムを活用して実施） 

・ファンド組成（匿名組合契約による出資の勧誘） 

・ファンド運営（ファンド組成期間中の事業モニタリング・監

査等の実施および出資者への報告） 

県との協力協定に基

づき実施（自主事業） 

 

２ 評価方法 

実績・実施体制の評価点に、委託業務・協力業務の提案内容に関する評価点および見積金額

の評価点を合計し、最高得点を取得したものを指定事業者として選定 

区分 評価項目１（Ａ） 評価項目２（Ｂ） 合計（Ａ＋Ｂ） 

実  績 
ファンド組成・運営の実績に関す

る評価点 
― Ａの点数 

運営体制 
従事者の適格性・運営体制に関す

る評価点 
― Ａの点数 

委託業務 提案内容の評価点 見積金額の評価点 Ａ＋Ｂの点数 

協力業務 提案内容の評価点 見積金額の評価点 Ａ＋Ｂの点数 

― ― ― 合計点数 

 

３ 日 程 

５月 23 日 公募（～６月１２日締切） ※プレスリリース、県ＨＰ 等 

 ６月 16 日 審査委員会で選定 

 ６月 20 日 プレスリリース（連携協力体制構築と事業計画の募集） 

※ 県、協力機関（35 団体）、指定事業者によるオール兵庫の連携協力体制

の構築が完了。応援事業の募集開始（７月１日～） 

７月 １日 応援事業の募集開始（県・センターの連名で発表） 
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―ふるさと投資を活用して県内中小企業の成長・発展を支援します― 

 

 

 

地域で頑張るふるさとの応援・成長に貢献する兵庫県内の中小企業者の取組を「キラリ

ひょうごプロジェクト（キラリひょうごのオンリーワン応援事業）」として発掘・選定し、

地域が誇るオンリーワンの取組として広く県内外に情報発信すると共に、プロジェクトの

趣旨に賛同・共感する県民等の応援者からのふるさと投資（本事業では、投資型クラウド・

ファンディング）を活用した資金調達や潜在顧客の開拓を支援します！ 

【http://web.hyogo-iic.ne.jp/kigyo/furusato（ひょうご産業活性化センター公募サイト）】 

 

１ 目的 

ふるさとの応援・成長に貢献する兵庫県内の中小企業者のビジネスプランを「キラ

リひょうごプロジェクト」（以下「プロジェクト」という。）として選定し、プロジェ

クトを成長・発展に導くことで、地域経済の活性化や地域のブランド力の強化を目指

す「ひょうごふるさと応援・成長支援事業」（以下「本事業」という。）を実施します。 

具体的には、兵庫県が有する地域資源や独創的な技術・アイデアなどを生かした県

内中小企業者の商品開発、新事業展開、事業拡大のうち、地域で頑張るふるさとの応

援・成長に資する取組を発掘・選定し、広く県内外へ情報発信することにより、プロ

ジェクトの認知度向上と応援者づくりを促進しつつ、ふるさと投資（小口投資）を活

用した資金調達や専門家派遣、コンサルティング及び販路開拓等の各種支援を行うも

のです。 
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＜用語の説明＞ 

 (１) 地域資源とは、地域の中小企業が地域産業資源を活用して行う新事業展開を支援す 

るため、「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律」に 

基づき、兵庫県が指定した「地域産業資源」（※）を意味します。 

※「地域産業資源」については以下のＵＲＬをご参照ください。 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/ie08/documents/26chiikisigen.pdf 

(２) ふるさと投資（小口投資）とは、地域資源の活用やブランド化など、地域活性化に

資する取組に対するクラウド・ファンディング等の手法を用いた小口投資のうち、自治

体等の活動と調和が図られたものを指します。本事業では、多数の投資家から少額ずつ

資金を募集するクラウド・ファンディングのうち、ファンド運営業者を介して、投資家

が中小企業者との間で匿名組合契約を締結し、投資と分配を行う投資型クラウド・ファ

ンディングを活用しています。 

 

２ 実施主体 

(１) ビジネスプランの募集・審査  公益財団法人ひょうご産業活性化センター 

（以下「センター」という。） 

(２) ビジネスプランの作成支援  協力機関（地域金融機関、商工会議所、商工会、 

兵庫県中小企業団体中央会） 

(３) 小口投資による資金調達支援  ミュージックセキュリティーズ株式会社 

                  （兵庫県が企画提案コンペで指定事業者として選定

した第２種金融商品取引業者。以下「指定事業者」

という。） 

(４) 専門家派遣・コンサル等支援    センター 

 

３ 応募資格 

  兵庫県内に本社を有する中小企業者で、(１)又は (２)に該当する方が対象となります。  

(１) 本事業の推進に関して兵庫県との連携協力に合意している金融機関、商工会議所、  

商工会や兵庫県中小企業団体中央会（以下「協力機関」という。）の顧客（金融機関の

場合）もしくは会員（新たに顧客・会員になる方も含む）であり、かつ、当該協力機関

の推薦を得ていること。  

(２) 概ね過去５年以内に、次のいずれかの県の創業支援施策や顕彰制度等を利用して、商

品開発や新事業展開、事業拡大を行っていること。  

① 兵庫県又はセンターからの補助金  

② センター又はセンターが出資するファンドからの投融資  

③ 中小企業支援ネットひょうごが選定した成長期待企業又はセンターが認定する  

チャレンジ企業  

④ グッドデザインひょうご選定事業又はひょうごNo.1 ものづくり大賞、ひょうご  

クリエイティブビジネスグランプリ  

⑤ ひょうご新商品調達認定制度 

   ⑥ その他、上記と同様と認められる支援施策 

 

（注意）・中小企業者とは、中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規

定する者を指します（次ページ参照）。 
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主たる事業として営んで

いる業種 
定義 

製造業、建設業、運輸業 

及びその他の業種 

資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社 又は 

常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人 

卸売業 
資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社 又は 

常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人 

サービス業 
資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社 又は 

常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人 

小売業 
資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社 又は 

常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人 

 

    ・NPO 法人、ボランティア活動、財団法人、社団法人、企業組合、協業組合、事業

協同組合、事業協同小組合、商工組合、協同組合連合会等は対象外です。 

 

４ 対象事業計画 

  本事業に申請できる事業計画は、新規商品・サービスの企画・開発、既存商品・サービ

スの品質向上や量の拡大、新たな事業分野への展開等（※以下例示）であって、以下の(1)

～(4)すべての要件を満たすものとします。 

※事業分野の例示 

漁業・水産加工、食品製造、酒、農業・畜産・林業、製造、広告・出版、ファッシ

ョン・工芸、化粧品、小売り、音楽、観光・宿泊、スポーツ、飲食店 など 

(１)  兵庫県指定の「地域産業資源」や地域の特色などを生かし、全国に誇り得る魅力あ

る商品や事業としてブランド力強化を目指していること。 

(２)  小口投資により資金調達を図りつつ、応援者（潜在顧客）とのつながりを広め深め

ながら、事業の成長を図る取組であること。 

(３) 小口投資により調達を目指す資金規模が、概ね５００万円から３，０００万円で 

あり、かつ、資金使途が明確であること。（下表参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 事業計画期間が、原則、平成２７年４月１日から平成２８年９月３０日までに着手

し、事業開始から２年以上、５年以内に終了する事業であること（５年以内に、小口

投資で調達し申請事業の費用として使用した資金を回収し出資者への分配を終了する

計画であること）。ただし、出資者への分配終了後の事業継続は可能。 

 

５ 事業計画の選定基準 

 選定基準は以下の①から④のとおりとし、審査委員会で審査・選考を行いプロジェクト

を選定します。なお、審査にあたっては、事業分野や地域のバランスを考慮する場合があ

ります。 

①次のいずれかに該当し、地域経済の活性化、地域のブランド力強化への貢献が期待さ

れる取組 

（ア）県指定の「地域産業資源」又はこれに準ずると認められる地域ならではの資源

 対象経費（資金使途） 

申請事業の設備投資（不動産取得は含まない）、売上原価及び販管費等であり、

かつ、申請事業の実施により新たに発生する費用であること。 

※ 売上原価＝原材料費、外注費、人件費、光熱水費、地代家賃 等 

※ 販管費＝販売手数料、広告宣伝費、営業部門の人件費 等 

 費用充当割合 

申請事業に要する費用総額のうち、小口投資の調達資金の充当割合が１０分の１

以上、１０分の１０以下であること。（申請事業以外の事業への流用は不可） 
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並びに地域の特色を活用していること。 

（イ）地域の実情を踏まえた課題の解決に資すること。 

  （ウ）伝統的または独創的もしくは創造的な技術やアイデアを生かしていること。 

②応援者（潜在顧客）の開拓・形成が事業の成長に重要であること。 

③県民等の賛同や共感を得るストーリー性や訴求力のある取組 

④資金使途が明確であり、収支計画を含む事業計画の実現可能性が高い取組  

 

６ 事業計画書（様式２）の作成支援 

  事業計画書（様式２）は、多くの人が応援したくなるような事業としての実現可能性や、

申請者の経営状況や収支計画等を正しく判断するため、作成いただくものです。 

そのため、協力機関・センターにおいて、申請者を対象に、経営者の夢や想い、アイデ

アの具体化や事業戦略・資金計画の立案などの相談、助言を行い、事業計画書などの申請

書の作成支援を実施します。 

支援を希望される方は、十分な時間的余裕をもって下表の支援先へご相談ください。 

申請者の応募資格 支援先 

３(1)に該当する方 協力機関（１１ページ、1２ページ） 

３(2)に該当する方 センター（８ページの 15） 

上記のいずれも該当する方 
協力機関又はセンターのいずれか１つ 

（任意に選択） 

 

７ 事業計画の審査 

  事業計画の審査は以下の①から④の順に実施します。 

  ① 審査委員会による事業計画の書面審査 

  ② 書面審査通過者への指定事業者による事業計画の適正評価調査 

  ③ 審査委員会による事業計画に関するヒアリング 

  ④ 審査委員会による事業計画の最終審査 

  なお、書面審査通過者への指定事業者による事業計画の適正評価調査（②）については、

別途指定事業者との間で「適正評価調査」等に係る個別契約（秘密保持等）を締結してい

ただき、財務計画書を別途お知らせする期限までに作成のうえ、指定事業者の指示に従っ

て財務内容などの調査（調査費用負担なし）を受けていただきます。 

 

８ 審査結果の通知等 

  最終審査終了後、申請者へは採択（最大１０件）または不採択の結果をセンターから通

知します（審査経過、選定結果の内容等についての問い合わせには応じられません）。 

 

９ 採択後の各種支援措置 

プロジェクトに選定されると、以下の支援が、それぞれ指定事業者及びセンターから提

供されます。 

(１) 指定事業者による支援（以下①～③に関する申請者の費用負担なし） 

① 指定事業者との小口投資に係る契約等の締結 

   事業計画がプロジェクトに採択された申請者（以下｢事業者｣という｡）は、指定事業

者との間で小口投資に係る契約（資金調達規模、一口の投資金額、出資者特典、分配

財源の基礎となる売上げの範囲などに関する条件も記載）等を締結していただきます。

（契約手続き等の詳細については、別途、個別説明会を開催します。） 

② ファンド組成・小口投資募集開始 

指定事業者との間で小口投資に係る契約等の締結完了後、指定事業者が小口投資の

募集を開始します（潜在顧客の開拓支援）。 
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  ③ ファンド運用開始 

    小口投資の募集完了後、指定事業者により、小口投資資金を取りまとめの上、事業

者に送金されます（ファンド運用の開始、資金調達支援）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) センターによる支援 

① プロジェクトのＰＲ 

    プロジェクトは、専用ホームページ（http://www.kirari-hyogo.com/index.html

「キラリひょうご」で検索）等で公表し、地域が誇るオンリーワンの取組としてプロ

ジェクトの概要や魅力、事業の進捗状況等を広く県内外に情報発信します。 

  ② 事後フォロー 

    プロジェクトの実施にあたり、センターは専門家の派遣やコンサルティング、販路

開拓等の各種支援メニューを事業者に提供し、プロジェクトの事後フォローを行いま

す。 

 

10 選定された事業者の経費負担 

選定後の小口投資ファンド組成・運営に関して、事業者が指定事業者に対して負担する

経費は下表のとおりです。上記９(２)②の事後フォローは一部有料のメニューもあります。

詳しくは別途センターにご相談ください。 

費用項目 金額 備考 

初期経費 0 千円 

小口投資ファンド組成にかかるファンド

の各種条件の作成、広告用プロジェクト

概要の編集等 

小口投資ファンド運営 
調達額×２％

（税別）／年 

事業モニタリング、出資者への情報提供

などの経費 

小口投資ファンド監査 
100 千円 

（税別）／年 

ファンドの資金使途などの監査経費 

10０千円（税別）×ファンド組成年数 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調達資金の会計処理の概略＞ 

小口投資の調達資金の会計処理については、指定事業者の指導・助言に基づき、

事業者が実施することになりますが、概略は以下のとおりです。 

■ 小口投資により調達した資金は貸借対照表の資産項目に流動資産として計

上し、同時に、負債項目として同額を匿名組合預り金として計上 

■ 匿名組合預り金は、ファンド組成時に契約書により出資者に約した事業売上

の一定割合を、約した時期に分配 

■ 分配の時期は、原則、ファンド組成期間中の事業年度ごとに、当該年度の損

益に応じて分配 
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11 事業全体の流れ（予定） 

申請書の作成・提出  ２７年４月１３日（月）～６月３０日（火） 

           ↓ ※協力機関が事業計画書の作成支援を実施（４ページの６） 

  一 次 審 査    ７月～１０月上旬 ※書面審査・適正評価調査の実施、 

             ↓         ファンド設計（調達規模、一口金額等） 

  二次審査（ﾋｱﾘﾝｸﾞ） １０月上旬頃    ※代表者もしくは事業の責任者の出席が必要 

             ↓ 

採択事業決定    １０月中旬頃    ※申請者へ結果を通知 

             ↓      

  小口投資募集準備  １０月中旬～   ※匿名組合契約取扱等業務委託契約締結、 

↓        ファンド口座開設、募集ｗｅｂページ作成 

小口投資募集       1２月中旬頃    ※指定事業者による小口投資募集開始（概ね半年） 

                     （小口投資資金は、指定事業者が取りまとめ 

↓        の上、事業者に送金）          

              

申請事業開始    27 年４月      ※事業計画及び資金調達状況に応じて開始 

～28 年９月  

 

12 応募方法 

 (１) 受付期間 平成２７年４月１３日（月）から６月３０日（火） 

(２) 申請に必要な書類（申請様式はセンターのホームページからダウンロードできます） 

① 「ひょうごふるさと応援・成長支援事業」申請書及び事業計画書（様式１・２） 

② 企画書（自由様式、Ａ４版両面印刷、４枚以内。任意提出する場合） 

   ③ 会社概要書（パンフレット等）  

④ 商業登記簿謄本 又は 履歴事項全部証明書（原本）「法人の場合」 

⑤ 申請者本人であることが確認できる書類の写し（運転免許証等）「個人事業主の

場合」 

⑥ 対象事業の事業計画の内容の分かる資料（適宜。任意提出する場合） 

⑦ 許認可を伴う業種であれば許可証の写し  

⑧ 最近 3 ヶ年の決算書類写し（税務申告書、決算書及び勘定科目明細、税務署受 

付印のあるもの）「法人の場合」 

⑨ 最近 3 ヶ年の青色税務申告書（収支内訳書含む、税務署受付印のあるもの）「個 

 人事業主の場合」 

⑩ 個人情報の取り扱いに関する同意書（様式３） 

⑪ 応援メッセージ（様式４） 

 (３) 提出先 

申請に必要な書類を下表の提出先へ持参又は郵送して提出してください。郵送の場

合、封筒の表面に「ひょうごふるさと応援・成長支援事業 事業計画申請書在中」と

朱書きしてください。なお、提出された書類は返却しません。 
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申請者の応募資格 提出先 

３(1)に該当する方 
協力機関（協力機関を経由してセンタ

ーへ提出されます） 

３(2)に該当する方 センター 

上記のいずれも該当する方 
協力機関又はセンターのいずれか１つ

（任意に選択） 

※いずれに提出いただいても、外部有識者を中心とした審査委員会による審査のた

め、審査には影響しません。 

 

受付時に事業内容の確認等で時間を要する場合や、不備により受付できない場合な

どがありますので、申請書を提出する前に、できるだけ十分時間に余裕を持って提出

先にご相談ください。 

    協力機関の受付時間は、各協力機関（１１～1２ページ協力機関一覧を参照）へお

問い合わせ下さい。センターの受付時間は、土・日・祝日を除く９時から１７時（最

終日は１６時）です。 

 

13 協力機関について 

   協力機関は、地域の中小企業者とのつながりが深く、金融・経営に関する高い専門知識

を有していることから、本事業の円滑な実施を図ることを目的に、県と連携協定（秘密保

持を含む）を締結して、地域が誇るオンリーワンの取組の発掘や事業計画の作成支援を行

います。 

（協力機関の役割） 

区分 業務の概要 備考 

協力 

業務 

・募集に関する広報宣伝 

・申請を行う中小企業者に対する事業計画の作成支援 

・上記支援を行った中小企業者からの応募を取りまとめ、

審査委員会（センターに設置）へ推薦 

県との協力協定

に基づき実施し

ます。 

 

14 指定事業者について 

  指定事業者は、県が企画コンペで選定した金融商品取引法第２８条第２項に定める第２

種金融商品取引業者です。 

  プロジェクトの選定において、書面審査を通過した事業計画を対象に適正評価調査等を

行うとともに、県との協力協定に基づき、プロジェクトを実施する事業者に対して、小口

投資ファンドの組成・運営・広報に関する協力を行います。 

 なお、適正評価調査等については、センターと指定事業者との委託契約に基づきセンタ

ーの費用負担にて実施されますので、事業者に調査費用等の支払い義務は発生しません。 

 

（指定事業者の役割） 

区分 業務の概要 備考 

協力 

業務 

■プロジェクトのファンド組成・運営・広報協力 

（ＨＰ及びＷＥＢ上の契約システム「セキュリテ」を 

活用して実施） 

・ファンド組成・募集（匿名組合契約による出資の勧誘等） 

・ファンド運営（事業進捗把握・監査等の実施、出資者へ

の報告） 

・広報宣伝への協力（事業進捗の情報発信等への協力） 

県との協力協定

に基づき実施し

ます。 
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15 問い合わせ先 

応募に関すること 

  〒651-0096 神戸市中央区雲井通５丁目３番１号 サンパル６階 

  公益財団法人ひょうご産業活性化センター 創業推進部 投資育成課 石田 青木 

     TEL  ：078-230-9435 FAX：078-230-8３９１ 

     E-Mail：s-ishida@staff.hyogo-iic.ne.jp 

     URL  ：http://web.hyogo-iic.ne.jp/kigyo/furusato 

 

  事業全般に関すること 

〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

兵庫県産業労働部産業振興局 新産業課 新産業創造班 松本、小林 

     TEL：078-341-7711（内線 3663） FAX：078-362-4273 

 

16 個人情報の管理 

本事業への申請に係る提出書類によりセンターが取得した個人情報については、以下

の利用目的以外に利用することはありません。 

① 本事業における事業計画の審査・選考・事業管理のため 

② 本事業に係る事務連絡、資料送付、効果分析等のため 

③ 応募情報を統計的に集計・分析し、応募者を識別・特定できない形態に加工した

統計データを作成するため 

④ センターが実施する支援事業等の情報提供のため 

 

17 企業秘密の保持 

本事業では申請書類の取扱いは厳重に行い、企業秘密の保持の観点から申請者の承諾

なしには申請の内容等の公表は行いません。 

 

18 留意事項 

(1) プロジェクトの採択結果については、事業者が指定事業者を介して行う小口投資の募

集及びファンド組成の成功を保証するものではありません。 

(2) センター及び兵庫県は、指定事業者と事業者による小口投資の募集、ファンド組成や

ファンド運用結果等について、一切の責任を負いません。 
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参 考 

＜事業計画の審査及び採択後の手続き等について＞ 

１ 一次審査（７月～１０月上旬） 

書面審査通過者の方には、指定事業者による適正評価調査（調査費用負担なし）を受け

ていただきます。その際、以下の書類等が必要です。（詳細は、書面審査通過者を対象と

した説明会でお知らせします） 

  ◆秘密保持契約書 

  ◆合意書 

  ◆事業計画書（会社全体） 

  ◆事業計画書（対象事業）※会社全体と対象事業が同一の場合は不要です。 

  ◆当期、前期分の月次試算表 

  ◆金融機関からの借入の契約書、返済予定表 

  ◆預金を確認できる通帳コピー（直近決算日時点、直近の月末時点の２点） 

  ◆資金繰り表 

 

２ 二次審査（ヒアリング（１０月中旬）） 

  代表者もしくは事業の責任者が必ず出席して下さい。 

 

３ 採択後の手続き 

事業者（事業計画がプロジェクトに採択された申請者）は、指定事業者との小口投資に

係る契約を締結していただきます。その際、以下の手続きが必要です。（詳細は、採択者

を対象とした説明会でお知らせします） 

  ◆プロジェクト概要の作成（※指定事業者スタッフが事業者と打ち合わせのうえ、編集

します） 

   事業の様子や商品の写真、特典の写真、代表者の写真などをご提出いただきます。 

  ◆個別業務委託契約書の締結（事業者と指定事業者との契約） 

匿名組合契約組成・取扱・運営 IR・監査にかかる業務の委託契約を締結いただきます。 

  ◆匿名組合説明書の確認（事業者と出資者との契約） 

出資に係る契約内容をご確認いただきます。 

  ◆営業者確認書の確認（事業者と指定事業者） 

営業者とは、事業者のことで、調達規模、一口金額、特典などファンド条件に関して

ご確認いただきます。 

  ◆ファンド専用口座の開設 

   小口投資募集にあたり、ファンド専用口座の開設が必要になります。 

 

＜平成２６年度の応募・採択件数＞ 

地域 申請 採択 地域 申請 採択 

摂津（神戸・阪神） 10 1 丹波 1 1 

播磨 6 2 淡路 3 1 

但馬 6 4 計 26 9 
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【提出書類一覧】 

 

書類内容 対象申請者 提出期限 提出先 

１ 申請書類（12(2)の再掲） 

① 「ひょうごふるさと応援・成長支援

事業」申請書及び事業計画書（様式１・

２） 

 ② 企画書（自由様式、Ａ４版両面印刷、

４枚以内。任意提出する場合） 

 ③ 会社概要書（パンフレット等）  

④ 商業登記簿謄本 又は 履歴事項全

部証明書（原本）「法人の場合」 

⑤ 申請者本人であることが確認できる

書類の写し（運転免許証等）「個人事

業主の場合」 

⑥ 対象事業の事業計画の内容の分かる

資料（適宜。任意提出する場合） 

⑦ 許認可を伴う業種であれば許可証の

写し  

⑧ 最近 3 ヶ年の決算書類写し（税務申

告書、決算書及び勘定科目明細、税務

署受付印のあるもの）「法人の場合」 

⑨ 最近 3 ヶ年の青色税務申告書（収支

内訳書含む、税務署受付印のあるもの）

「個人事業主の場合」 

⑩ 個人情報の取り扱いに関する同意書

（様式３） 

⑪ 応援メッセージ（様式４） 

申 請 者 ６月 30 日 

協 力 機 関 

も し く は 

セ ン タ ー  

２ 適正評価調査の必要書類 

 ① 秘密保持契約書 

 ② 合意書 

③ 事業計画書（売上額、販管費等）など 

書 面 審 査 

通過事業者 

９ 月 上 旬 

（別途お知

らせします） 

指定事業者 

３ ファンド組成・募集等の必要書類 

 ① 匿名組合契約取扱等業務委託契約書 

 ② 匿名組合説明書の確認 

③ 営業者確認書の確認 など 

最 終 審 査 

通過事業者 

1０月下旬 

（別途お知

らせします） 

指定事業者 

注）「２ 適正評価調査の必要書類」、及び、「３ ファンド組成・募集等の必要書類」につ

いては、それぞれ該当する事業者に対して、別途、個別に案内がありますので、「１ 申

請書類」の提出の際に用意する必要はありません。（9 ページの再掲） 
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【協力機関一覧】 

 

１ 地域金融機関 

名称 所在地 窓口（電話） 

但 馬 銀 行 豊岡市千代田町１－５ 0796-24-2133 

み な と 銀 行 神戸市中央区三宮町２－１－１ 078-331-8231 

神 戸 信 用 金 庫 神戸市中央区浪花町６１ 078-321-7735 

姫 路 信 用 金 庫 姫路市十二所前町１０５ 079-288-1121 

播 州 信 用 金 庫 姫路市南駅前町１１０ 079-281-3939 

兵 庫 信 用 金 庫 姫路市北条口３－２７ 079-282-1263 

尼 崎 信 用 金 庫 尼崎市開明町３－３０ 06-6412-5443 

日 新 信 用 金 庫 明石市本町２－３－２０ 0120-15-2489 

淡 路 信 用 金 庫 洲本市宇山３－５－２５ 0799-22-1020 

但 馬 信 用 金 庫 豊岡市中央町１７－８ 0796-23-1200 

西 兵 庫 信 用 金 庫 宍粟市山崎町山崎１９０ 0790-62-7701 

中 兵 庫 信 用 金 庫 三田市けやき台１－４－３ 079-569-7151 

但 陽 信 用 金 庫 加古川市加古川町溝之口５３９ 079-422-7721 

兵 庫 県 信 用 組 合 神戸市中央区栄町通３－４－１７ 078-391-6316 

淡 陽 信 用 組 合 洲本市栄町１－３－１７ 0799-22-5555 

 

 

 

２ 商工会議所 

名称 所在地 窓口（電話） 

神 戸商工会議所  
神戸市中央区東川崎町１－８－４ 

神戸市産業振興センター６階 
078-367-2010 

尼 崎 商 工 会 議 所 尼崎市昭和通3-96 06-6411-2252 

西 宮 商 工 会 議 所 西宮市櫨塚町2-20 0798-33-1131 

伊 丹 商 工 会 議 所 伊丹市宮ノ前2-2-2 072-775-1221 

宝 塚 商 工 会 議 所 宝塚市栄町2-1-2 ｿﾘｵ2 6階 0797-83-2211 

明 石 商 工 会 議 所 明石市大明石町1-2-1 078-911-1331 

加古川商工会議所 加古川市加古川町溝之口527-5 079-424-3355 

高 砂 商 工 会 議 所 高砂市高砂町北本町1104 079-443-0500 

三 木 商 工 会 議 所 三木市本町2-1-18 0794-82-3190 

西 脇 商 工 会 議 所 西脇市西脇990 0795-22-3901 

小 野 商 工 会 議 所 小野市王子町800-1 0794-63-1161 

加 西 商 工 会 議 所 加西市北条町栗田11-15 0790-42-0416 

姫 路 商 工 会 議 所 姫路市下寺町43 079-223-6557 

相 生 商 工 会 議 所 相生市旭3-1-23 0791-22-1234 

龍 野 商 工 会 議 所 たつの市龍野町富永702-1 0791-63-4141 

赤 穂 商 工 会 議 所 赤穂市加里屋68-9 0791-43-2727 

豊 岡 商 工 会 議 所 豊岡市大磯町1-79 0796-22-4456 

洲 本 商 工 会 議 所 洲本市本町3-3-25 0799-22-2571 
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３ 商工会等 

名称 所在地 窓口（電話） 

芦 屋 市 商 工 会 芦屋市公光町4-28 0797-23-2071 

川 西 市 商 工 会 川西市出在家町1-8 072-759-8222 

三 田 市 商 工 会 三田市天神1-5-33 079-563-4455 

猪 名 川 町 商 工 会 川辺郡猪名川町柏梨田字前ケ谷158-1 072-766-3012 

稲 美 町 商 工 会 加古郡稲美町国岡1-1 079-492-0200 

播 磨 町 商 工 会 加古郡播磨町東本荘1-5-1 079-435-1630 

吉 川 町 商 工 会 三木市吉川町吉安246 0794-72-1406 

加 東 市 商 工 会 加東市社717-1 0795-42-0253 

多 可 町 商 工 会 多可郡多可町中区中村町125-1 0795-32-2161 

姫 路 市 商 工 会 姫路市夢前町前之庄1434-1 079-336-1368 

神 河 町 商 工 会 神崎郡神河町中村29 0790-32-0295 

市 川 町 商 工 会 神崎郡市川町西川辺163-1 0790-26-0099 

福 崎 町 商 工 会 神崎郡福崎町福田116-1 0790-22-0558 

た つ の 市 商 工 会 たつの市揖保川町原849-37 0791-72-7550 

宍 粟 市 商 工 会 宍粟市山崎町山崎205 0790-76-2066 

太 子 町 商 工 会 揖保郡太子町東南51-1 079-277-2566 

上 郡 町 商 工 会 赤穂郡上郡町大持278 0791-52-3710 

佐 用 町 商 工 会 佐用郡佐用町佐用3043-1 0790-82-2218 

豊 岡 市 商 工 会 豊岡市日高町日置65-1 0796-42-4751 

養 父 市 商 工 会 養父市八鹿町八鹿1672 079-662-7127 

朝 来 市 商 工 会 朝来市和田山町和田山404 079-672-2362 

香 美 町 商 工 会 美方郡香美町香住区香住107 0796-36-0123 

新 温 泉 町 商 工 会 美方郡新温泉町浜坂2143-10 0796-82-1152 

篠 山 市 商 工 会 篠山市二階町58-2 079-552-0758 

丹 波 市 商 工 会 丹波市氷上町成松140-7 0795-82-3476 

五 色 町 商 工 会 洲本市五色町都志202 0799-33-0450 

南あわじ市商工会 南あわじ市市市299-2 0799-42-4721 

淡 路 市 商 工 会 淡路市志筑新島5-2 0799-62-3066 

兵庫県中小企業団体 

中 央 会 
神戸市中央区下山手通４－１６－３ 078-331-2045 
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「クラウド型ファンド活用促進事業」（Ｈ２５．７．１～Ｈ２６．３．３１）
「クラウド・ファンディング活用サポート事業」（Ｈ２６．３．１～Ｈ２７．２．２８）
■ 普及啓発活動、プロジェクトの発掘、サイト掲載に向けたサポートを実施。

大 阪 府
（委託先）

㈱きびもく
大阪セキュリティーズ㈱

【ＰＲ活動・普及啓発活動】

【プロジェクトの発掘】
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
紹
介

金融機関・市町村・商工会議所 等

審 査
【人物、遂行力 等】

サ イ ト 掲 載

連 携

連携したプロジェクト発掘・支援

クラウド・ファンディング
事業者

【サイト掲載⽀援（ブラッシュアップ）】
企画案や事業計画の策定をサポート

1

大阪府の取組み ①

資金調達・決済

事業資金の確保、成長に繋がる！

「クラウド・ファンディング等支援ツール活用促進事業」（Ｈ２７．３．２～Ｈ２８．２．２９）
■起業家や中小企業へのＰＲ・相談会のほか、支援機関と各サイトとの連携を進める取組みを実施。

大 阪 府 （委託先 ： 日本データビジョン㈱）

【 Ｐ Ｒ 】 【専門講座】

金融機関
市町村

商工会・商工会議所
士業事務所 など

審 査 サイト掲載・ＰＲ

プロジェクト紹介・支援に向けた関係の構築

クラウド・ファンディング事業者

掲載⽀援（ブラッシュアップ）

2

大阪府の取組み ②

資金調達・決済

製造業の新製品開発
創業・第二創業（新事業展開）

デザイン活用商品
農林水産業の６次産業化 など

府内中小企業 府内中小企業支援機関

資金調達・販路拡大・顧客(ファン)獲得 各
事
業
者
と
の
連
携
協
力

【各事業者との相談会】 【支援機関へのプレゼン会】

セミナーワークショップ・相談会・プレゼン会 セミナー・相談会・専門講座・プレゼン会
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 大阪府では、厳しい雇用・失業情勢を受け、雇用創出に資する事業を民間企業等に委託すること

で、雇用創造を図るために、以下に記載の事業を行います。 

 この事業について、より効果的・効率的に運営するため、企画提案公募により受託者を募集いた

します。 

 

事業名：緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業） 

大阪府ステップアップ支援緊急雇用創出 

「成長産業企業活用人材育成事業“クラウド・ファンディング活用サポート事業”」 

 

１ 企画提案公募に係る事項 

(１) 事業趣旨 

起業支援型地域雇用創造事業は、現下の厳しい雇用失業情勢を考え、地域の企業等(起業後 10

年以内)と共に雇用を創出するため、未就職卒業者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の

雇用・就業機会を提供し、事業終了後も企業等で活躍するために必要な知識・技術を習得させる

ための人材育成を行い、もってこれらの者の生活の安定を図ること及び次の安定雇用(※)に結び

つけること（本基金事業全体の安定的継続雇用目標 50％）を目的としている。これは、地域の

企業等が当該企業等の「新規事業」によりビジネス拡大し、成長することにより地域の雇用を創

造するものである。 

受託者は事業の趣旨を踏まえ以下記載の事項を遵守すること。 

（※）安定雇用とは、正社員又は１年以上の契約社員 

 

(２) 業務概要 

「成長産業企業活用人材育成事業」は、今後の成長が期待され人材不足が見込まれる分野であ

り、地域の企業等（起業後 10 年以内）が新規事業に取り組むに際して、学卒未就職者をはじめと

する若年失業者等を雇用し、働きながらコミュニケーション能力などの社会人基礎力や実務経験

を身につける人材育成事業です。 

本事業は、創業・ベンチャーやクリエイティブ企業をはじめとする府内中小企業が新事業展開

のために必要な資金をクラウド・ファンディングを活用して調達するにあたり必要となる魅力的

な企画案・事業計画の策定に係るスキルを新規雇用者に修得してもらうことにより、意欲的な企

業等の事業計画の策定をサポートする企業の育成を図ることをめざします。 

なお、本事業により新規雇用された若年失業者等が事業終了後に安定雇用に就くことを目指し、

特に事業受託者に継続雇用される割合は 50％を目標値とし、目標等達成に向けた効果的な事業

提案を求めます。 

 

 

平成 25 年度 緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業） 

大阪府ステップアップ支援緊急雇用創出 

「成長産業企業活用人材育成事業“クラウド・ファンディング活用サポート事業”」 

企画提案公募実施要項 
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（３） 事業提案の形態 

本事業では、新たに雇用した失業者に対し、受託企業等(起業後10年以内)が行う新規事業を通

して職場での実務経験を積むＯＪＴ（職場内訓練、業務遂行を通しての訓練・教育）を組み合わ

せて人材育成を行います。 

事業提案の形態は、原則として、提案者自ら失業者を雇用して自社の業務をＯＪＴとして実施

する「直接雇用型」（※）とします。 

※ 失業者を雇用する人材派遣会社とＯＪＴ実施企業等との共同企業体による提案は「直接雇用

型」とみなします。 

※必要最小限のＯＦＦ－ＪＴ（職場を離れての訓練、座学を中心とした訓練、教育）は可能で

す。 

（別添スキーム図参照） 

※ＯＦＦ－ＪＴは、共同企業体構成員による実施は可能ですが、研修機関等への再委託は原則

できません。(仕様書参照) 

 

（４）事業提案の方法   

  事業提案者は、仕様書２（４）③に定める人材育成コースにより提案してください。一つの事

業者が他の事業を提案することも可能です。 

 

（５）委託上限額 

８８，６５６千円（税抜） 

 

 

２ スケジュール 

 平成25年12月 6日（金）    公募開始 

 平成25年12月11日（水）    説明会開催 

 平成25年12月16日（月）    質問受付締切 

 平成26年 1月16日（木）    提案書類提出締切 

平成26年 1月下旬頃      選定委員会 

平成26年 3月上旬頃      契約締結 

平成26年 3月上旬頃      事業開始 

平成27年 2月末頃       事業終了 

 

 

３ 企画提案公募参加資格  

次の各号に定める内容を全て満たす法人又は法人を核とした共同企業体（ＬＬＰ等のグループ。

以下「共同企業体」という。）とします。なお、共同企業体については、申請代表者が以下の要

件を満たすこととします。（ただし、(1)ア、(2)～(6)、(8)～(15)の要件については共同企業体

構成員すべてが満たすこととします。） 

(1) 緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業）の基本方針に合致すること。 
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 ア【仕様書参照】 

 イ 地域の企業等で起業後 10 年以内であること。 

【「起業支援型地域雇用創造事業『地域の 10 年以内企業等』基準」参照】 

 ウ 当該企業等の新規事業（新分野進出、販路拡大等）であること。 

(2) 大阪府との委託契約を締結できること。 

応募者が法人格を有さない場合は、いわゆる「権利能力なき社団」の成立要件を満たしてい

ること。 

(3) 本事業に係る企画立案及び経理処理など各種事務の的確な処理・個人情報の管理体制、コン

プライアンス体制が確立された雇用管理体制など、事業実施に必要な能力や体制を有すること。 

当該委託事業を受託できる財政的健全性を有していること。また、グループ構成員相互の関

係を調整し、委託金の適切な執行、管理、報告書の作成等の事務的管理能力を有しており、か

つ、そのための体制が整備されていること。 

(4) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第１項又は第２項の規定による再生手続開始

の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第 33 条第１項の再生手続開始の決

定を受けた者を除く。）、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の

規定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第 41 条第

１項の更生手続開始の決定を受けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けた者その他

の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

(5) 府税に係る徴収金を完納していること。 

(6) 最近１事業年度の消費税及び地方消費税を完納していること。  

(7) 提案事業を行うにつき、当該業務が法令等の規定により官公署の免許、許可又は認可を受け

ている必要がある場合には、当該免許、許可、認可を受けている者であること。 

(8) 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者又は同要綱別表各号に

掲げる措置要件に該当すると認められる者（同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当し、その

措置期間に相当する期間を経過したと認められる者を除く。）でないこと。 

(9) 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者又

は同要綱別表に掲げる措置要件に該当すると認められる者でないこと。 

(10) 大阪府を当事者の一方とする契約（大阪府以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の

役務の給付又は物件の納入に対し大阪府が対価の支払いをすべきものに限る。以下同じ。）に

関し、入札談合等（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害す

べき行為の処罰に関する法律（平成14年法律第101号）第２条第４項に規定する入札談合等を

いう。以下同じ。）を行ったことにより損害賠償の請求を受けている者（この公示の日までに

当該請求に係る損害賠償金を納付した者を除く。）でないこと。 

(11) 労働保険、厚生年金保険、全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこれら

に係る保険料の未納がないこと。（申請日現在において、直近２年間の保険料の未納がないこ

と。） 

(12) 宗教活動や政治活動を目的としていないこと。 

(13) 守秘義務を遵守できること。 

(14) 本事業の実施にあたり、大阪府との打合せなどに適切に対応できること。 
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(15) 共同企業体については、事業を行うにつき、それぞれの役割において法令等の規定により官

公署の免許、許可又は認可を受けていること。また、関係法令を遵守すること。 

(16) 共同企業体については、提案上、１つの企業とみなし、応募書類提出後は、代表者及び共同

企業体構成員の変更は原則として認めない。 

(17) 共同企業体については、共同企業体の事業として(1)を満たしていること。 

 

 

４ 応募の手続き 

  本事業の提案に参加を希望する者の受付は、以下により実施します。「３企画提案公募参加資

格」を確認の上、必要な書類を受付期間内に提出してください。 

 

(１) 公募要項の配布および応募書類の受付 

  ア 配布期間  平成 25 年 12 月 6 日（金）から平成 26 年 1 月 15 日（水）まで 

（土曜日、日曜日、祝日及び 12 月 30 日から 1月 3日を除く。 

午前 10 時から午後６時まで配布） 

  イ 配布場所  大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課企業支援グループ 

（所在地：大阪市中央区北浜東 3-14 エルおおさか本館 11 階） 

 電話：06-6360-9073  

          大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課新事業創造グループ 

           （所在地：大阪市住之江区南港北１－14－16 大阪府咲洲庁舎 25 階） 

 電話：06-6210-9493 

ウ 配布方法  ・上記「イ 配布場所」にて配布 

・以下のホームページからもダウンロードできます。 

http://www.pref.osaka.jp/koyotaisaku/syugyo_kikin/cloud.html 

         ・初日（１２月６日）はホームページからのダウンロードのみ可能です。 

          ・郵送による配布は行いません。 

エ 受付期間  平成 26 年１月 14 日（火）から平成 26 年 1 月 16 日（木）まで 

＜受付時間＞午前 10 時から午後６時まで【最終日は正午まで】 

オ 受付場所  大阪府咲洲庁舎 23 階会議室３ 

（所在地：大阪市住之江区南港北１－14－16） 

カ 提出方法  書類は必ず受付場所に持参してください。(郵送による提出は認めません。) 

キ 費用の負担 応募に要する経費は、すべて応募者の負担とします。 
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(２) 提出書類 

提案公募の応募にあたっては、次の書類を提出してください。 

◆応募書類（以下書類は応募代表者が提出するものとします。） 

ア 応募申込書【様式１：８部 うち押印したものは１部】 

イ 企画提案書【様式２：８部】（指定の様式を用い、記載欄を適宜拡張して使用してくださ

い） 

ウ 概算見積書【様式３：８部】（指定の様式を参考に作成してください） 

エ 事業に従事する労働者数及び内訳【仕様書別紙Ａ：８部】 

オ 事業実施体制の組織表【様式自由：８部】（各構成員の役割分担等が明示されているもの） 

カ 企画提案公募に関する過去の事業実績【様式自由：８部】 

   （提案事業に関して過去に実施した類似事業を記載してください） 

 

◆添付書類 

ア 定款又は寄付行為の写し【１部】（３ヶ月以内の日付で原本証明してください） 

イ 法人登記簿謄本（提出の日において発行日から３ヶ月以内のもの）【原本１部】 

ウ 納税証明書（未納がないことの証明：提出の日において発行日から３ヶ月以内のもの） 

【原本各１部】

 a 大阪府の府税事務所等が発行する府税（全税目）の納税証明書 

 b 税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書  
エ 直近の「概算・確定保険料申告書」及び直近２年間の「労働保険料領収書」の写し【１部】 

オ 財務諸表の写し（最近１ヵ年のもの：半年決算の場合は２期分）【１部】 

貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書等 

カ 最新の営業・事業活動がわかる報告書等【１部】 

会社概要・事業報告書等 

キ 人事関連規程・労務関係書類一式【１部】 

人事関連規程（就業規則、給与規程、退職金規程、パートタイマー就業規則、契約社員就業

規則、個人情報保護規程、出張規程 等）、賃金台帳(表紙及び最終記入頁)、給与明細様式等

雇用保険適用事業所台帳、給与支払事務所等の開設届出書、労働保険関係成立届 等  

   ※届出対象事業所でない場合も必須とする。 

ク 障害者雇用状況報告書の写し等【１部】 

 a 常用労働者の総数が 50 人以上の事業所の場合 

公共職業安定所に提出した『障害者雇用状況報告書』（平成 25 年６月１日現在の状況につい

て記載したもので公共職業安定所の受付印のあるもの）の写し 

※電子申請により提出された場合は、申請書のプリントアウトしたものを提出してください

 b 常用労働者の総数が 50 人未満の事業所の場合 

【様式４「障がい者の雇用状況について」】 

ケ 業務に携わる者の資格等の証明（仕様書２（９）①資格等の写し、経歴を示すもの）【１部】 

コ その他事業実施に必要な要件が証明できる書面【１部】 

サ 共同企業体（この事業を目的として構成された共同企業体のみ）で企画提案する場合は、添

付書類ア～コは、共同企業体すべての構成員について提出してください。また、共同企業体に

ついて、以下の書類を提出してください。 

a 共同企業体届出書【様式５：１部】 

 b 共同企業体協定書の写し【様式６：１部】 

 c 委任状【様式７：１部】（構成員が支店等である場合で代表者から支店長等に委任する場合の

み） 

 d 使用印鑑届【様式８－１又は様式８－２：１部】 

シ 誓約書（参加資格関係）【様式９：１部】 

提出部数 正本１部（様式１に代表者印を押印したもの）と副本７部、合計８部を提出してくだ

さい。添付書類は各１部で結構です。 
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なお、複数事業で提案する場合、応募書類はコースごとに提出していただきますが、

添付書類は各１部で結構です（コースごとに提出する必要はありません）。 

 

(３) 応募書類の返却 

 応募書類は理由の如何を問わず、返却しませんのでご了承ください。 

 なお応募書類は本件に係る事業者選定の審査目的のみに使用し、他の目的には使用しませ

ん。 

(４) 応募書類の不備 

 応募書類に不備があった場合には、審査の対象とならないことがあります。 

 

(５) その他  

ア 応募は１コース１提案とします。（共同企業体構成員として参加する場合を含む。） 

イ 応募書類はカラー刷り（８部中、原本を含む５部）としてください。 

ウ 応募書類の提出に際しては、正本、コピーそれぞれ１セットずつ A4 紙ファイルに綴って提

出してください。 

エ 表紙及び背表紙には提案事業タイトル・コース名と、提案事業者名を記入してください。 

   <記入例> 「クラウド・ファンディング活用サポート事業」提案書 

  ○○（法人名等） 

  オ 受付期間終了後の差し替えは認めません。（大阪府が補正等を求める場合を除く。） 

  カ 提出書類に虚偽の記載をした事業者は本件提案公募への参加資格を失うものとします。 

 

 

５ 説明会の開催 

  (1) 開催日時   

 平成 25 年 12 月 11 日（水）午前 10 時 00 分から午前 11 時 30 分まで 

    （別添「起業支援事業説明会日程」参照） 

    ※来館の際は公共交通機関をご利用ください。 

(2) 開催場所  

      大阪府咲洲庁舎 38 階会議室 

（所在地：大阪市住之江区南港北１－14－16） 

(3) 申込方法   

ア 参加事業者名、参加者職氏名、連絡先、参加人数を電子メールでお申し込みください。 

    イ 口頭または電話による申し込みは取り扱いいたしません。 

ウ 「件名」の初めに「【説明会申込：クラウド事業】」と明記してください。 

    エ 会場の都合により、出席される方は１法人につき２名を上限とします。 

  (4) 説明会への申込期限 

 平成 25 年 12 月 10 日（火）午後５時まで 

  (5) 電子メールアドレス：shugyosokushin@sbox.pref.osaka.lg.jp 
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６ 質問の受付  

(1) 受付期間 

公募開始から平成 25 年 12 月 16 日（月）午後５時まで 

(2) 提出方法 

電子メールアドレス（shugyosokushin@sbox.pref.osaka.lg.jp）で受け付けします。 

ア 「件名」の初めに「【質問：クラウド事業】」と明記してください。 

イ 電子メール送信後の電話での到達確認を可能とします。ただし、電話は電子メールの到

達確認のみで、質問は一切受け付けません。（確認先：大阪府商工労働部雇用推進室就業

促進課企業支援グループ 電話：06-6360-9073） 

ウ 質問への回答は就業促進課ホームページに掲載し、個別には回答しません。 

※ホームページアドレス 

http://www.pref.osaka.jp/koyotaisaku/syugyo_kikin/cloud.html 

※エル・おおさかの地図（配布場所） 

〒540-0031 大阪市中央区北浜東 3-14 

 

■最寄駅 

●京阪・地下鉄谷町線「天満橋駅」より西へ 300m 

●京阪・地下鉄堺筋線「北浜駅」より東へ 500m 
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※大阪府咲洲庁舎の地図（配布・受付場所及び説明会会場） 

 

 ■最寄駅 

・地下鉄中央線「コスモスクエア」駅下車、南東へ徒歩約８分 

・ニュートラム南港ポートタウン線「トレードセンター前」駅下車、ＡＴＣビル直結 

 

７ 審査の方法 

（１）審査の方法 

ア （２）審査基準に基づき、外部委員で構成する選定委員会により審査を行い、審査結果が一

定の基準（60 点を目安に選定委員会で決定）を上回った提案者のうち、最も得点の高い者及び

次点者を委託費の上限額の範囲内で優秀提案者と選定する。 

ただし、優秀提案者の提案額の総額が委託上限額（88,656 千円）に満たない場合は、各優秀

提案者と大阪府との協議により、仕様書の条件の範囲内で提案人数等の変更を行うことがある。 

イ 審査は、書類審査及びプレゼンテーション審査にて行う。プレゼンテーション審査の日時は、

事前に通知する。 

  プレゼンテーション審査にはパワーポイント等説明用の機材や追加資料は使用できないので

留意すること。  

ウ 審査内容に係る質問や異議は一切受け付けない。 

エ 優秀提案者は特別の理由がない限り、契約交渉の相手方に決定する。 

オ 受付後に応募資格を満たしていないことや応募書類に重大な瑕疵があることが判明した場合

は、審査の対象としない。 
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（２）審査基準 

以下の①の審査に適合した者のみ、②の審査を行う。 

①緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業）の基本方針に関する適合性 

審査項目 審査内容 適 否

起業支援型地域雇用創

造事業「地域の 10 年以

内企業等」基準の適合

性 

 

起業後 10 年以内の法人等で、地域の企業等であるか。 

・第二創業企業の場合は、分割・合併によるものは認められな

い。 

・書類審査で判定できない場合は、②の審査に先立ち、提案者

に対して質疑等を行い、審査を実施する。 

適・否

 

②各事業分野の審査項目は以下のとおり。 

 審査項目 審査内容 配点

事業目的及び事業内容

の理解度、充実度 

（雇用創造部分は別項

目「継続雇用の可能

性」） 

事業内容及び目的に関する理解・知識が十分にあるかどうか。

また、コースの事業内容特有の課題に対し、適切な支援実施が

見込めるかどうか。 

・社会人基礎力など就職に必要なスキルが確実に身につく訓練

内容となっているか。 

・コースの事業内容に応じた OJT の内容となっているか。 

・コースの事業内容に応じた適切な訓練期間が設定されている

か。 

・単に知識・技術を身につけるだけでなく、ＯＪＴ業務を実施

することを通じて、コースの分野に貢献する内容となってい

るか。 

20 点

事業実施にあたっての

実現性・計画性 

事業計画が適切に構築されているかどうか。具体的な目標設定

のもと、効果的な実施が見込めるかどうか。 

・失業者の募集・採用がスムーズに行われるよう計画されてい

るか。 

・ＯＪＴ受入体制は確保できているか。（管理者、指導者等） 

・訓練内容やスケジュールなどが明示された具体的で実現可能

な事業計画が構築されているか。 

・他機関との効果的かつ具体的な連携が見込めるか。 

※単年度の売り上げが（過去３年間のピーク値で可）提案額を

下回る場合は、実現性について詳細（ＯＪＴ仕事量と労働時

間のバランスなど）に審査する。 

※今回の失業者の雇用人数が、既存労働者の雇用人数を上回る

提案については育成に係る計画性について詳細（日常の業務

や社会人としてのアドバイスの担保など）に審査する。ただ

し、本事業費によらずに、別途の体制を強化される場合にお

いては、その充実度を審査する。 

25 点

事業実施体制 事業計画を確実かつ効果的に実施する体制を備えているか。ま

た、失業者を新たに雇用し適切な労務管理が可能な体制となっ

ているか。 

※今回の失業者の雇用人数が、既存労働者の雇用人数を上回る

提案については、労務管理の方法や事業実施の展望等を含め

て審査する。 

25 点
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継続雇用の可能性 事業が継続（雇用創造）するとともに、当該事業で雇用された

失業者を継続雇用する提案となっているか。また、安定的な継

続雇用目標の 50％を超えて、より多くの失業者を安定的に継

続雇用する内容となっているか。 

※安定的継続雇用の「安定」とは正社員又は１年以上の契約社

員をいう。 

15 点

事業金額及び費用積算

根拠の妥当性 など 

新規雇用失業者１名１ヶ月あたりの経費単価について、最低見

積額と比較して受託金額の見積額を審査する。 

《価格点の算定式》 

満点(10 点)×提案価格のうち最低価格／自社の提案価格 

10 点

府施策への協力 府の労働施策（公正採用選考人権啓発推進員の設置、大阪企業

人権協議会・おおさか人材雇用開発人権センターへの加入・加

入予定状況）への対応状況、障がい者の雇用状況を確認する。

5点

合計 100 点

 

(３) 審査結果 

ア 契約交渉の相手方が決定した後、審査結果は採択に関わらず、全応募者に通知する。 

イ 選定過程の透明性を確保する観点から、以下の項目をホームページ（ホームページアドレ

ス：http://www.pref.osaka.jp/koyotaisaku/syugyo_kikin/cloud.html）において公表す

る。 

なお、採択されなかった提案者が１者であった場合は、当該提案者の提案金額及び得点は

公表しない。 

① 優秀提案者及び契約交渉の相手方と評価点 

＊品質点及び価格点を配点した場合の価格点・提案金額 

② 全提案者の名称 ＊申込順 

③ 全提案者の評価点 ＊得点順  内容は①に同じ 

④ 優秀提案者の選定理由 ＊講評ポイント 

⑤ 選定委員会委員の氏名及び選任理由 

⑥ その他 

優秀提案者と契約交渉の相手方が異なる場合は、その理由 

 

（４） 審査対象からの除外（失格事由） 

 次のいずれかに該当した場合は、提案審査の対象から除外するとともに、エ～クに該当する

場合は、別途、入札に準じて入札参加停止等の措置を講じることとする。 

ア 「３企画提案公募参加資格」に該当しない場合。 

イ 要項に違反又は著しく逸脱した場合。 

ウ 同一コースについて２案以上の企画提案をした場合。（共同企業体構成員として参加する場

合を含む。） 

エ 選定委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めること。 

オ 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

カ 事業者選定終了までの間に、他の応募提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示する

こと。 
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キ 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。 

ク その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

 

 

８ 契約手続きについて 

(1) 契約交渉の相手に選定された者と大阪府との間で協議を行い、平成 26 年 3 月上旬を目途に

契約を締結する。 

(2) 採択された提案については、採択後に大阪府と詳細を協議するものとする。この際、内容・

金額について変更が生じることがある。 

(3) 委託金額の支払いについては、会計年度毎に精算払とする。ただし、大阪府と協議の上、概

算で支払いをしなければ契約しがたいと認められた場合は、地方自治法施行令（昭和 22 年政

令第 16 号）第 162 条第６号及び大阪府財務規則（昭和 55 年大阪府規則第 48 号）第 45 条第

２号の規定に基づき、概算払をすることができるものとする。 

(4) 契約に際して、大阪府暴力団排除条例（平成 22 年大阪府条例第 58 号）第 11 条第２項に規

定する暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書（様式 10）を提出すること。誓約書

を提出しないときは大阪府は契約を締結しない。ただし、１件あたり契約金額が 500 万円未

満の場合は誓約書の提出を不要とする。 

(5) 契約交渉の相手方が、契約交渉の相手方として決定した日から契約締結の日までの間におい

て、大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受け、その

措置期間中であるとき、又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき

は、契約を締結しない。 

(6) 契約交渉の相手方が、契約交渉の相手方として決定した日から契約締結の日までの間におい

て、次のア又はイのいずれかに該当したときは、契約を締結しないことがある。 

ア 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け、その措置期間中であるとき

又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき。 

イ 大阪府を当事者の一方とする契約（大阪府以外の者のする工事その他の役務の給付又は物

件の納入に対し大阪府が対価の支払いをすべきものに限る。）に関し、入札談合等（入札談合

等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法

律（平成 14 年法律第 101 号）第２条第４項に規定する入札談合等をいう。）を行ったことに

より損害賠償の請求を受けているとき。 

(7) 契約相手方は、この契約の締結と同時に、契約金額の 100 分の５以上の額の契約保証金を納

付しなければならない。ただし、契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもって代え

ることができる。 

ア 国債又は地方債。この場合において提供される担保の価値は、額面金額又は登録金額によ

る。 

イ 政府の保証のある債券又は銀行、株式会社商工組合中央金庫、農林中央金庫若しくは全国

を地区とする信用金庫連合会の発行する債券。この場合において提供される担保の価値は、

額面金額又は登録金額（発行価格が額面金額又は登録金額と異なるときは、発行価格）の８

割に相当する金額による。 

30

nishino-PC
長方形



 12

ウ 銀行又は大阪府が確実と認める金融機関（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関

する法律（昭和 29 年法律第 195 号）第３条に規定する金融機関（銀行を除く。）をいう。以

下この項において同じ。）が振り出し、又は支払保証をした小切手。この場合において提供さ

れる担保の価値は、小切手金額による。 

エ 銀行又は大阪府が確実と認める金融機関が引き受け、又は保証若しくは裏書をした手形。

この場合において提供される担保の価値は、手形金額による。 

オ 銀行又は大阪府が確実と認める金融機関に対する定期預金債権。この場合において提供さ

れる担保の価値は、当該債権の証書に記載された債権金額による。 

カ 銀行又は大阪府が確実と認める金融機関の保証。この場合において提供される担保の価値

は、保証書に記載された保証金額による。 

(8) (7)の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納

付を免除することがある。 

ア この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約（保険金額

は、契約金額の 100 分の５以上）を締結したとき。この場合においては、契約相手方は、履

行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を大阪府に寄託しなければならない｡ 

イ 大阪府財務規則第 68 条第３号に該当する場合における契約相手方からの契約保証金免除申

請。（国（公社、公庫及び公団を含む｡）又は地方公共団体と同種類及び同規模（当該契約金

額の７割以上）の契約履行実績が過去２年間で２件以上ある場合で、かつ、不履行がないと

認めるとき。） 

ウ 大阪府財務規則第 68 条第６号に該当する場合。 

(9) 受託者は、契約締結後直ちに事業の実施体制に基づく責任者を指定すること。 

(10) 採択後、大阪府と協議の上、新規雇用者の募集をハローワーク等に速やかに行うこと。（就

職困難者の求人に関しては、別紙１「就職困難者等支援機関一覧」を活用し、積極的に就職

困難者の雇用確保に努めること。） 

(11) 契約後は、毎月本事業の進捗状況を大阪府の担当課に報告すること。 

(12) 【大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例（平成 21 年大阪府条例第 84 号）

に基づく義務】 

契約締結の相手方のうち常用労働者 50 人以上の事業主等については、同条例第 17 条第１

項の規定により、障がい者の雇用状況を報告する必要がある。また、障がい者雇用率が未達

成の事業主については、障がい者の雇入れ計画を提出し、障がい者雇用率の達成に向けて取

り組む必要がある。（問合せ先 大阪府障がい者雇用促進センター （電話 06－6360－

9077）） 

 

 

９ その他 

ア 応募提案にあたっては、大阪府公募型プロポーザル方式実施基準、公募型プロポーザル方

式応募提案・見積心得（以下のホームページからご覧いただけます）、公募要項、仕様書等を

熟読し遵守すること。 

  http://www.nyusatsu.pref.osaka.jp/keiyaku/e-nyusatsu/proposal/ankenjoho.html 
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 イ 応募内容については、補足説明等を依頼することがある。 

 ウ 契約に際しては、応募申込書に記載した内容を証する書面を提出すること。なお、虚偽の

内容があった場合には、契約をしないことがある他、大阪府が被る損害について賠償を請求

することがある。 

 エ 個人情報を取り扱うときは、別紙２Ⅱ「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

 オ 委託契約によって購入した物品及び取得した個人情報その他の権利は、原則として大阪府

に帰属する。 

カ 受託者は、本事業で雇用した失業者を事業終了後も継続して雇用期間の定めのない正社員

として雇用する場合は、一時金の支給を受けることができる。支給要件等の詳細については、

契約後に案内する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

○大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課企業支援グループ 

所在地：大阪市中央区北浜東 3-14 エルおおさか本館 11 階 

電話：06-6360-9073  

○大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課新事業創造グループ 

 所在地：大阪市住之江区南港北１－14－16 大阪府咲洲庁舎 25 階 

 電話：06-6210-9493 
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別紙１ 

 

就職困難者等支援機関一覧 

 

 

１．大阪府福祉人材センター 

◆場  所   大阪社会福祉指導センター１Ｆ 

大阪市中央区中寺１丁目１番５４号 

最寄り駅 地下鉄谷町線・長堀鶴見緑地線「谷町六丁目駅」 

          地下鉄谷町線・千日前線「谷町九丁目駅」 

◆連 絡 先   電 話：０６－６７６２－９０２０ 

               ＦＡＸ：０６－６７６４－１５７４ 

◆ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ   http://www.osakafusyakyo.or.jp/fcenter/ 

 

 

 

２．その他支援機関 

◎未就職卒業者・中高年齢者・障がい者・母子家庭の母  

： 『ＯＳＡＫＡしごとフィールド』 

    大阪市中央区北浜東３丁目１４番  

大阪府立労働センター（エル・おおさか）本館２、３階 

    電 話：０６－６９１０－３７６５ 

 

   ◎障 が い 者：『障害者就業・生活支援センター』（府内１８ヶ所） 

 

   ◎ホ ー ム レ ス：『ホームレス自立支援センター』（府内３ヶ所） 

 

   ◎母子家庭の母：『大阪府母子家庭等就業･自立支援センター』 

    大阪市中央区谷町５－４－１３ 大阪府谷町福祉センター5 階 

    電 話：０６－６７６２－９９９５ 

 

◎そ の 他：『地域就労支援センター』（府内全市町村に設置） 

 

   ◎公益財団法人西成労働福祉センター 

    大阪市西成区萩之茶屋１－３－４４  

電 話：０６－６６４１－０１３１ 

33

nishino-PC
長方形



 15

別紙２ 

特 記 仕 様 書 

 

 

Ⅰ 妨害又は不当要求に対する届出及び報告義務 
 

(1)  受注者は、契約の履行に当たって、大阪府公共工事等不当介入対応要領の定めるところによ

り、暴力団及び暴力団密接関係者等から社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げる

行為（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、大阪

府への報告及び管轄警察署への届出（以下「報告・届出」という。）を行わなければならない。 

(2)   報告・届出は、不当介入等報告・届出書により、速やかに、大阪府に報告するとともに、管

轄警察署の行政対象暴力担当者に届出するものとする。ただし、急を要し、当該不当介入報

告・届出書を提出できないときは、口頭により報告することができる。この場合は、後日、不

当介入等報告・届出書を各々提出するものとする。 

(3)   受注者は、下請負人等が暴力団及び暴力団密接関係者等から不当介入を受けた場合は、速や

かに報告・届出を行うよう当該下請け人等に指導しなければならない。 

(4)   報告・届出を怠った場合は、大阪府暴力団排除条例（平成 22 年大阪府条例第 58 号）に基づ

く公表又は入札参加停止を措置することがある。 

 

 

Ⅱ 個人情報取扱特記事項 
 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならな

い。 

（責任体制の整備） 

第２ 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 

（作業責任者等の届出） 

第３ 受注者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者を定め、書面により発注者に報告しなけ

ればならない。 

２ 受注者は、作業責任者を変更した場合は、速やかに書面により発注者に報告しなければな

らない。 

３ 作業責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなけれ

ばならない。 

（秘密の保持） 

第４ 受注者は、この契約による事務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（教育の実施） 

第５ 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記仕様書におけ

る作業従事者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作

業従事者全員に対して実施しなければならない。 

（再委託） 

第６ 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、この契約による事務の全部又は一部を第三

者に委託してはならない。 

２ 発注者は、前項の承諾をするに当たっては、少なくとも、別に定める条件を付するものと
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する。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第７ 受注者は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる

場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

（個人情報の適正管理） 

第８ 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防

止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。なお、講じ

るべき措置における留意すべき点は次のとおり。 

(1) 個人情報の利用者、作業場所及び保管場所の限定及びその状況の台帳等への記録 

(2) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室での個人情報の保管 

(3) 個人情報を取扱う場所の特定及び当該場所における名札（氏名、会社名、所属名、役職

等を記したもの）の着用 

(4) 定められた場所からの個人情報の持ち出しの禁止 

(5) 個人情報を電子データで持ち出す場合の、電子データの暗号化処理等の保護措置 

(6) 個人情報を移送する場合の、移送時の体制の明確化 

(7) 個人情報を電子データで保管する場合の、当該データが記録された媒体及びそのバック

アップの保管状況に係る確認及び点検 

(8) 私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んでの個人情報を扱う作業の

禁止 

(9) 個人情報を利用する作業を行うパソコンへの業務に関係のないアプリケーションのイン

ストールの禁止 

(10) その他、委託の内容に応じて、個人情報保護のための必要な措置 

(11) 上記項目の従事者への周知 

（収集の制限） 

第９ 受注者は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、事務の目的を

達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第 10 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人

情報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は発注者の承諾なしに第三者に提供しては

ならない。 

（複写、複製の禁止） 

第 11 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、この契約による事務を行うために発注者か

ら引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還等） 

第 12 受注者は、この契約による事務を処理するために、発注者から提供を受け、又は受注者

自らが収集し、若しくは作成した「個人情報が記録された資料等」を、この契約完了後直ち

に発注者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、発注者が別に指示したときは当該方

法によるものとする。 

（廃棄） 

第 13 受注者は、この契約に事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなく

なったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。 

（調査） 

第 14 発注者は、受注者が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況につ

いて、随時調査することができる。 

（事故発生時における報告） 

第 15 受注者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 
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（契約の解除） 

第 16 発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、この契約による業務

の全部又は一部を解除することができるものとする。 

（損害賠償） 

第 17 受注者は、本特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより発注者が損害を

被った場合には、発注者にその損害を賠償しなければならない。 

 

 

Ⅲ委託役務業務に係る出向社員等の取扱特記事項 
入札等により大阪府が発注する委託役務業務を受注した者が、当該業務を履行するに当たり、

他者から出向社員等を受け入れる場合の取扱いについては、以下のとおりとする。 

（取扱方針） 

   以下の２点については、原則禁止とする。 

  (1) 基幹社員（業務責任者等）への出向社員等の受け入れ 

  (2) 入札公告日から契約締結日まで、又は出向受入時において入札参加停止措置中の者からの

出向社員等の受け入れ 

  ただし、上記(2)に関して、受注業者から、業務の安全かつ確実な引継ぎ、熟練労働者の確保、

雇用の安定等のために最低限必要な出向社員等の受け入れについて、大阪府に事前に承認願い

があれば、承認基準の全てに該当する場合は承認する。 

【承認基準】 

① 出向社員等の受入期間は最長１年間とする。 

② 受け入れる人員数は業務従事者全体の 50 パーセント未満とする。 

③ 労働者派遣事業法、職業安定法等の労働法規に違反していないこと。 

（労働者の供給事業などの違法な行為を行っていないこと。） 

④ 受注業者及び出向元（派遣元）企業が親会社・子会社の関係にないこと。 

⑤ 出向元（派遣元）企業が大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入

札参加除外措置を受けている者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者でない

こと。 

 

（用語の定義） 

(1)「受注業者」とは、競争入札等により当該業務を受注した者をいう。 

(2)「入札参加停止措置中の者」とは、次のア又はイに該当する者をいう。 

ア 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者又は同 

要綱別表に掲げる措置要件に該当する者 

 イ 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受

けている者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者 

(3)「出向社員等」とは、出向元と出向先との間で締結された出向契約により、出向先

企業の業務に従事する社員、又は派遣される社員のことをいう。 

 ただし、当該業務に係る入札公告日又は見積書依頼日の１年以上前かつ入札参加 

停止措置に該当する日以前から受注業者と出向又は派遣関係が確認できる場合はこ 
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の限りでない。 

(4)「子会社」とは会社法（平成 17 年法律第 86 号）（以下「法」という。）第２条第３

号に定めるものをいう。また、「親会社」とは法第２条第４号に定めるものをいう。 
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緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業） 

大阪府ステップアップ支援緊急雇用創出 

「成長産業企業活用人材育成事業“クラウド・ファンディング活用サポート事業”」仕様書 

 

【事業名称】 緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業） 

大阪府ステップアップ支援緊急雇用創出 

「成長産業企業活用人材育成事業 

“クラウド・ファンディング活用サポート事業”」 

 

【履行期間】 平成２６年３月上旬頃～平成２７年２月末頃（予定） 

 

         

【履行場所】 大阪府が指定する場所 

 

１ 基金事業について 

（１）事業趣旨 

起業支援型地域雇用創造事業は、現下の厳しい雇用失業情勢を考え、地域の企業等(起業

後 10 年以内)と共に雇用を創出するため、未就職卒業者等の失業者に対して、次の雇用ま

での短期の雇用・就業機会を提供し、事業終了後も企業等で活躍するために必要な知識・技

術を習得させるための人材育成を行い、もってこれらの者の生活の安定を図ること及び次の

安定雇用(※)に結びつけること（本基金事業全体の安定的継続雇用目標５０％）を目的とし

ている。これは、地域の企業等が当該企業等の「新規事業」によりビジネス拡大し、成長す

ることにより地域の雇用を創造するものである。 

受託者は事業の趣旨を踏まえ、以下記載の事項を遵守すること。 

※安定雇用とは、正社員又は１年以上の契約社員 

 

（２）事業実施のため新規に雇用する失業者の人員等 

① 受託者は事業の趣旨に基づき、新規に労働者を雇用し業務を実施すること。 

② 新規に雇用する失業者（以下「新規雇用失業者」という。）に対し、ＯＪＴ（職場内訓練、

業務遂行を通しての訓練・教育）により地域の産業ニーズに応じた人材を育成する。（以

下「訓練」という。）ただし、必要最小限のＯＦＦ－ＪＴ（職場を離れての訓練、座学を

中心とした訓練・教育）は可能とする。 

なお、当該訓練時間は労働時間として賃金等を支払う必要があるので、留意すること。 

（ただし、本人都合で補講等となる場合は除く。） 

③ 新規雇用失業者の雇用期間は、４ヶ月以上12ヶ月以内とする。 

④ 業務の遂行に付随して事務員等を新規で雇用することは差し支えないが、新規雇用失業

者に含めないこととする。（受託者の既存労働者とみなす。） 

⑤ 受託者は雇用等を行った労働者の使用者として、労働基準法（昭和22年法律第49号）、
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労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、職業安定法（昭和22年法律第141号）、

最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）（以下「労働者派遣法」という。）その

他関係法令を遵守するとともに、これら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって

労務管理を行うこと。 

⑥ 受託者は、若年失業者等を雇用することから、業務面（職場の人間関係も含む。）、生活

面など様々な悩み等を気軽に相談等できる体制を整備し、離職を防止すること。 

⑦ 緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業）に従事したことのある新規雇用

失業者については、同事業に従事した雇用・就業期間が通算して１年以内となるよう留意

すること。ただし、正社員として継続雇用された場合は別途定める。 

 ※東日本大震災等で被災された失業者については、別途定める。（具体的な要件は採択 

後指示する。） 

⑧ 新規雇用失業者の雇用開始日は平成２６年３月３１日までとする。ただし例外として、

平成２６年３月３１日までに雇用した失業者が中途退職した際に、欠員補充として新たに

失業者を雇用することは可能とする。欠員補充にあたっては、ＯＦＦ－ＪＴ・ＯＪＴ期間

及びカリキュラムを十分検討するとともに、事前に大阪府と協議すること。 

その場合の雇用期間は、欠員補充する原因となった中途退職者の元の雇用契約最終日ま

での範囲内とする。（『事業に従事する労働者数及び内訳』（別紙Ａ補足）１（４）のとお

り。）ただし、１（２）③に示す雇用期間を満たすこと。 

なお、東日本大震災等で被災された失業者については、大阪府と協議すること。 

⑨ 受託者は、本事業に従事する新規雇用失業者及び受託者の既存労働者を、当該事業の雇

用期間内に他の緊急雇用創出基金事業等（国費が含まれる受託事業、補助事業など）の業

務に原則従事させてはならない。 

⑩ 受託者は、新規雇用失業者に対し、本事業の経費をもって本業務以外の業務（受託者の

既存業務等）に従事させてはならない。ただし、大阪府が認めたものは除く。 

⑪ 失業者を雇用する際は、雇用時に書面により次の内容を通告しておくこと。 

「本事業の参加に伴い、以下について同意したとみなします。 

法令等の定めなどにより、業務終了後５年間（業務終了日の翌年度４月１日から起算し

て５年後の３月３１日まで）は、国機関（厚生労働省・会計検査院等）や大阪府による

調査・検査のため、あなたの個人情報の提供等を行うことがあります。」 

⑫ 本事業の趣旨に鑑み、原則事業開始時から終了時まで新規雇用失業者を含めた体制で事

業実施すること。 

 

（３）事業に従事する労働者数及び新規雇用失業者の労働時間について 

① 受託者が事業を実施するにあたっては、事業に従事する労働者数、新規雇用失業者の労

働時間は『事業に従事する労働者数及び内訳』（別紙Ａ）のとおりとする。 

② 新規雇用失業者の労働時間は、原則就業規則上の正社員のフルタイム勤務と同等とする。

ただし、障がい者等でフルタイム勤務が困難な方については、別途協議する。 

③ 時間外勤務は原則禁止とする。なお、業務の都合上やむを得ない場合は、大阪府と事前
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に協議すること。 

④ 新規雇用失業者個人の就職活動は業務とみなさないため、労働時間の対象外とする。 

【提案事項】（必須） 

業務に従事する労働者数は、２（９）に示す条件の範囲内で、別紙Ａの様式により提案

すること。また、新規雇用失業者の労働時間等は別紙Ａのとおりとする。 

※業務内容、積算など、全体の計画と整合をとること。 

 

（４）人件費率等の取扱いについて 

① 受託者は契約金額（消費税及び地方消費税額を除く。）に占める新規雇用失業者の人件費

率は５２％以上（小数第１位四捨五入）とすること。なお、人件費に事業費（事業旅費・

事業経費）、利益等は含めない。 

※新規雇用失業者が訓練期間中に就職により退職するなど、やむを得ない理由により上記

の比率を満たすことが困難となった場合であっても、①の比率は５０％を下回ることが

できないので、留意すること。 

※委託契約締結時には、様式３「概算見積書」により提案された人件費率を契約上の人件

費率とするので、十分留意すること。 

※提案時の積算については、消費税及び地方消費税を含めない。契約締結時に調整・協議

した最終的な見積金額の５％相当額を加算した額をもって、契約金額とする。なお、契

約締結時に免税事業者であることがわかっている場合は、税抜金額で契約する。（非課

税・不課税・免税等、課税されない額については精算時に調整する。） 

※通勤交通費（通勤手当）は、通常、課税仕入れ（内税）に該当するので留意すること。 

② 人件費には、諸手当、賞与、退職手当等（受託者の社内規程において労働者に対する支

払いが義務付けられている場合に限り、算定は本事業に従事していない期間を除く。また、

支払いは、本事業従事期間内のみ対象。）、社会保険（健康保険、厚生年金、介護保険、児

童手当）及び労働保険（雇用保険、労災保険）に係る事業主負担分を含む。 

なお、社会保険、労働保険については、法定どおり加入させること。 

※保険について、誤解釈のケースが見受けられる。積算等にあたっては、法改正等に十分

留意するとともに、必要に応じて関係機関に問い合わせるなどして、違法状態とならな

いようにすること。 

③ 新規雇用失業者には、賃金のほか、就業規則による通勤手当を別途支給すること。 

ただし、就業規則で通勤手当の支給を定めていない場合にあっては、新規雇用失業者に

必要となる通勤費用の全額を支給すること。（新幹線や有料特急、航空機による通勤費は

認めない。） 

④ 人件費単価については、既存の労働者の賃金を上回らないよう十分精査するとともに対

外的に説明できるように根拠資料等を備えておくこと。 

⑤ ＯＦＦ－ＪＴ期間中の賃金は、原則として受託者の非正規労働者の賃金を上回らないこ

と。また、ＯＦＦ－ＪＴ期間のみ参加し退職するなど、基金事業の趣旨を理解しない者の

雇用を防ぐために、ＯＦＦ－ＪＴ期間とＯＪＴ期間の賃金に差を設けることは差し支えな

い。その際には、受託者の就業規則等の内部基準を遵守すること。 
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（５）新規雇用失業者の募集について 

① 受託者は、新規雇用にあたっては失業者、求職者に広く就職の機会を提供するため、ハ

ローワークに必ず求人申込書を提出し、求人申込書の備考欄に「大阪府雇用基金（起業支

援）」と明記すること。 

② 受託者は求人票の写しを大阪府へ提出すること。求人票の内容を変更して雇用契約書を

締結する場合は、事前に大阪府と協議すること。 

③ 受託者が就職情報誌やタウン誌等に求人広告を掲載することは妨げない。なお、求人広

告の掲載費用など採用活動に係る経費は、原則、本事業の経費として認めない。 

ただし、受託者が失業者の募集に係る様々な取組みを行ってもなお失業者に本事業の情

報が正確に伝わらず、応募者が少ない場合に限り、大阪府との協議（取組状況、利用媒体、

費用など）により、求人広告経費等を認める場合がある。 

④ 事業を実施する際、受託者がハローワークに提出する求人内容は、大阪府のホームペー

ジに掲載するため、あらかじめこれに同意すること。 

⑤ 採用する失業者は、府内居住者に限定しないが、労働安全や合理性等を考慮し、近隣府

県から通勤できる範囲の居住者とする。 

【提案事項】（任意） 

新規雇用について独自のネットワークや媒体の利用、求人開拓を行う場合は提案するこ

と。 

 

（６）研修経費として認められるもの 

① 研修機関でのＯＦＦ－ＪＴの場合 

研修機関の授業料（講座受講料、実習費、補講費）、教科書代、教材費、検定試験受験

料、研修機関に通うための交通費、通信講座の受講に必要な通信費、受講に係る宿泊費（泊

り込みの研修が必要不可欠なものに限る。）、研修機関より貸与される教材のレンタル費 

※ 新規雇用失業者が離職した場合、事業費の対象となるのは、その日までに当該新規雇

用失業者のため実際に支弁した費用及び支弁を要することが定められた費用（離職日ま

での賃金及び退校日までの日割りの受講料等であり、再委託先等への受講料支払額全額

ではないことに注意）に限る。 

【受託者が実際に支払った経費分の例】 

（新規雇用失業者が訓練期間中に離職した場合） 

・離職日までの賃金 

・一括払い・分割払いの如何に関わらず離職日までの日割りの受講料等 

② 受託者自ら行うＯＦＦ－ＪＴの場合 

外部講師謝金、旅費、教科書代、教材費、研修に必要な資材に係る費用 

③ 受託者でのＯＪＴの場合 

既存の労働者が指導にあたる間の当該労働者の賃金、新規雇用失業者がＯＪＴで使用す

る資材に係る費用、ユニフォーム代 

※ その他の事業で発生する費用については、採択後に大阪府と協議するものとする。 
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（７）書類の保存について 

全ての証拠書類（別紙Ｂ）は本事業終了後、５年間保存しなければならない。 

 

（８）就職困難者の確保について 

就職困難者の求人に関しては、積極的に『大阪府就職支援機関のご案内』（別紙Ｃ-１）を

活用し、可能な限り就職困難者の雇用確保に努めること。 

① 障がい者：障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）に基づ

く障害者法定雇用率の適用を受ける方 

② 母子家庭の母：ハローワークを利用して雇用した母子家庭の母又は「大阪府母子家庭

等就業・自立支援センター」「大阪市母子家庭等就業・自立支援センター」（堺市、豊中

市、高槻市、東大阪市の母子家庭等就業・自立支援センターを含む。）を利用して雇用

した方 

③ 高年齢者：５５歳以上の方  

④ ホームレス：「ホームレス自立支援センター」入所の方 

⑤ 非正規労働者：前職が正社員ではなく、パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、

嘱託等であった方 

⑥ 未就職卒業者：高等学校、大学等卒業後概ね３年以内でこれまで正社員経験のない方 

⑦ その他：「地域就労支援センター」を利用して雇用した方 

⑧ 東日本大震災の被災者：東日本大震災の被災求職者で罹災証明書のある方 

 

（９）雇用計画書の提出について 

受託者は、契約締結日前までに『雇用計画書』（別紙Ｄ）を作成し、大阪府あてに提出す

ること。 

 

（10）新規雇用失業者のための研修の実施 

受託者は、新規雇用失業者に対し、以下の要件を遵守して研修を行うこと。 

① 人材育成研修計画の策定 

『人材育成研修計画』（別紙Ｅ）を策定し、大阪府の確認を受けること。 

② 研修内容については、事業の趣旨・目的に合致したものであること。（人材育成の目的

と無関係な研修は対象外。） 

③ コンプライアンス、個人情報保護、労働安全、人権擁護等、業務を行うにあたり欠か

せない事項は必ず研修等を行い、理解させること。 

 

（11）失業者の確認について 

① 受託者は、新規雇用に際して、本人から『宣誓書』（別紙Ｆ）を徴収するとともに、原則

としてハローワークの紹介状（及び雇用保険受給者資格者証、履歴書等）を受領し、本人

に失業者であること及び基金事業への就労状況の確認を行うものとする。ハローワークか

らの紹介でない場合も雇用保険受給者資格者証、ハローワークでの求職者登録、履歴書等

で必ず確認すること。また、これらの資料のコピーを保存しておくこととし、大阪府の求
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めがあれば提示すること。 

② 受託者の家族を失業者とみなして新規雇用失業者等として採用することや、失業者であ

っても、受託者のアルバイト労働者を再採用するなど、緊急雇用創出基金事業の趣旨に反

する事象については、失業者と原則認めない。疑義がある場合は大阪府と協議すること。

（詳細については採択後確認すること。） 

③ デザイナー、カメラマン、剪定職人などの一人親方、フリーランス等で活動している者

などの個人事業主については、廃業届等の証明書類により必ず確認すること。証明書類に

より確認できない場合は、原則として失業者と認めない。 

 

（12）同意書について 

受託者は、雇用契約締結時に新規雇用失業者に対し、大阪府又は厚生労働省が実施する当

該事業に関する調査等（雇用期間終了時、同期間終了後概ね３ヶ月後及び必要な場合に実

施。）に協力することについて同意するよう指導し、原則として新規雇用失業者全員分の『同

意書』（別紙Ｇ）を回収し、大阪府に提出すること。 

 

（13）労働者数の報告について 

受託者は、業務に従事する労働者数等を『事業従事者状況報告書』（別紙Ｈ）により毎月

報告することとし、該当月の翌月７日までに大阪府へ提出すること。 

 

（14）新規雇用失業者等の雇用管理に係る留意事項 

① 本事業の受託に伴い、既存労働者の雇用に影響を及ぼしてはならない。（解雇、休業、労

働争議の発生等） 

② 業務内容は単純で技能の向上に繋がらない作業は避け、新規雇用失業者のキャリア形成

に資するものとなるようにすること。 

③ 訓練にあたっては、新規雇用失業者の個々の適性を見極め、必要なアドバイス、雇用管

理のもとで、効果的な人材育成となるよう工夫すること。 

 

（15）調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）について 

受託者は、『同意書』（別紙Ｇ）に基づく就職状況調査（第一回）について、雇用期間終了

時（中途退職の場合は退職時）に、新規雇用失業者に『就職等調査のお願い』（別紙Ｉ-1）

を交付し、『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙Ｉ-２）の「基金で雇用され

た方記載」欄を記入するよう指導すること。 

その上で、新規雇用失業者全員分の『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙

Ｉ-２）の「受託者記載」欄に記入し、『調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）』（別紙

Ｉ-２）、『就職状況調査（第１回）』（別紙Ｉ-３）、『就職状況調査集計表』（別紙Ｊ）及び『就

職状況報告書』（別紙Ｋ）を、事業終了後5日以内に大阪府に提出すること。 

 

（16）雇用期間終了後に雇用継続しない新規雇用失業者への対応について 

受託者は、雇用継続しない新規雇用失業者がいる場合には、当該失業者に『大阪府就職支
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援機関のご案内』（別紙Ｃ-1）及び『就職支援機関案内』のちらし（別紙Ｃ-2、C-3）を配

布し、周知すること。 

 

（17）事業終了後の対応について  

受託者は、事業終了後１０日以内に『雇用実績報告書』（別紙Ｌ）及び『起業支援型地域

雇用創造事業の事業終了後の状況調査票１』（別紙Ｐ）を大阪府に提出すること。 

また、大阪府が『緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業）実績報告』（別

紙Ｎ）を作成し、大阪府ホームページで公表するため、受託者はデータの提供等に協力す

ること。 

 

（18）事業経費の取扱いについて  

① 本事業の経費をもって、他の業務の経費をまかなってはならない。 

また、本事業に係る旅費（巡回・調査業務等に要する交通費）・制服代等の新規雇用失業

者に係る実費分については、受託者が負担すること。 

② 事業費は実費弁済の考え方をとっていること。（事業者が実際に支払った経費分だけの請

求を認め、利益率の付加は認めない。）よって、本事業のために支出した全ての経費（既

存労働者の人件費や一般管理費、雑費、諸経費等も含む。）について、給与明細、公的証

明書、領収書等の各種証拠書類の提示を求める。 

※人件費は実際に支給した給与額等（給与明細等で証明できる額）の積み上げで積算（精算）

すること。いわゆる単価方式（例：支給実績に関わらず、主任研究員は１日 60,000 円

で一律計上する。）は認められない。 

③ なお、本事業では提案内容によっては収入の発生が見込まれるが、“営利目的の事業”は基 

金事業の対象とならない。よって、事業費は原則として委託料により賄うこととし、収入を 

事業費の財源として見込むことはできない。事業を円滑に実施するため、委託契約に基づく 

業務の範囲内で事業費の精算に含まれない経費を支出する場合や委託金額を超えて事業費 

を支出する場合は、あらかじめ大阪府と協議すること。 

ただし、本事業において発生した収入を本事業の事業費以外に充てることはできない。 

この場合、収入から委託金額を上回る事業費（増額分）を差し引いた額を、大阪府からの 

通知に基づき返納すること。 

《例》【５０,０００千円－２０,０００千円＝３０,０００千円】を返還する。 

収  入 支  出 

委託料 １００,０００千円 事業費 １００,０００千円 

事業収入 ５０,０００千円 委託料を超えて

要した事業費 

２０,０００千円 

※返納の特例 

本事業で雇用した新規雇用失業者を事業終了後も継続して雇用し（下記条件参照）、

かつ、事業終了後10日以内に『起業支援型地域雇用創造事業収入等報告書』（別紙

O）を大阪府に提出した場合は、返還金の納付を要しない。 

44

nishino-PC
長方形



 

8 
 

《条件》委託契約期間終了後、自助努力により事業継続し、事業中に雇用した人数

の１／2以上を正社員又は１年以上の契約社員として継続雇用した場合。 

 

（19）財産取得について 

財産価値が生じるような工事費など、財産取得となる経費は認めない。 

また、物品等で本事業終了後、財産価値が残存する場合は売却等を行い、その金額を返還

しなければならない。 

※パソコン、机等は適正な価格のレンタルが望ましい。 

 

 

２ 大阪府の実施する事業の業務概要・目的 

（１）事業展開の趣旨・内容 

若者は、事務志向や大企業志向など、就職先の希望に偏りのある者が多い。また、職業観

が脆弱なため、趣味や興味から派生するような職業や企業を好む傾向にある。しかしながら、

自分が希望する職業や企業であっても、マニュアル化されていない対人業務や管理業務など

は、コミュニケーション能力への不安から避ける傾向にあり、マッチングに支障が生じてい

る。実際、大阪府が実施した「大阪における雇用実態把握調査」の中で「就職条件に関して

妥協したくない」こと（＝若年求職者が就職において重視する点）を聞いたところ、勤務形

態に加え、「従事する職種」、「自分の性格に合っている」、「仕事のやりがい」が高ポイント

となっている。 

また、厳しい雇用失業情勢を反映し、就職のために資格を取得する若者も多いが、資格を

取得しても正社員の求人がほとんどなく、非正規雇用に就くしかないといった職種もあり、

資格の取得が必ずしも安定雇用に結びつくものではないという現実がある。 

一方、「大阪における雇用実態把握調査」の結果においても、企業の人材ニーズは、専門・

技術、管理、営業・販売が中心であり、業態に関係なく、営業力やマネジメント力、業務改

善能力が求められている。例えば専門知識・技術が求められるＩＴコーディネーターなどの

職においても、クライアントと協議、調整する能力が必須であり、正社員としての採用を考

えれば、コミュニケーション能力を含めた社会人基礎力やマネジメント能力も重要である。 

従来、これらの能力は採用後に企業で養成していたが、国際競争が激化する中で、コスト

や時間の制約から、多くの企業がこうした人材育成を行う余裕を失っている。このため、府

内企業を活性化し、国際競争力を強化するには、企業の人材ニーズに即した新たな人材育成

手法が必要である。 

そこで本事業では、サービス産業の中でも事業計画等を策定支援する中小のコンサルタン

ト企業等は即戦力人材を採用することが困難であるため、基礎知識を有する若年失業者等を

集め、高度な基礎知識を活かし、ＯＪＴによる人材育成プログラムを通じて実践を経験させ

ることにより、高度人材として育成する。若年失業者等は、受託者の新規分野・新規事業の

進出に携わる（ＯＪＴ等）ことを通じて営業力やマネジメント能力等を身につけることによ

り、ニーズに合った人材へ成長を遂げるとともに、事業終了後の安定雇用化をめざす。 

受託した企業等は本事業で育成した新規雇用失業者を継続雇用することにより優秀な人
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材を確保できる。これにより、業務の拡大を図り、新たな雇用を創造し、大阪の発展に寄与

する。 

【留意事項】 

  受託者は本事業をもって雇用創出が図れる、新分野進出、既存事業の拡大を図ることが条

件となる。 

  したがって、提案者の既存業務に対して大阪府が事業委託を募るものではない。 

 

（２）事業の具体的内容 

成長分野において、単純労務ではないＯＪＴによる人材育成プログラムを作成し、実行す

る（具体的なコース設定は（４）③のとおり）。 

プログラムは、実務経験により社会人基礎力やマーケティング、経営、マネジメントなど

業務に必要な知識・経験及び実践的な技術、能力を身につけさせるものとし、プログラムを

実施することにより、新規雇用失業者を地域の産業ニーズに合った人材へと育成すること。 

なお、必要最小限のＯＦＦ－ＪＴは認めるが、研修期間に占めるＯＦＦ－ＪＴ期間の割合

は2割程度を上限とする。 

 

（３）履行場所 

大阪府が指定する場所 

 

（４）委託業務の内容 

① ＯＦＦ－ＪＴ（※雇用管理を含めたＯＦＦ－ＪＴ業務を再委託することは原則不可） 

概ね下記の内容を実施することは可とする。 

・ 社会人基礎力の養成（ビジネスマナー、チームワーク、想像力、連携構築力など） 

・ 業務に必要な知識（マーケティング、経営、マネジメント、その他ＯＪＴ業務に

必要な専門的知識など）  

※ 専門講師を招聘したり、上記のセミナー等を受講させる費用は認められるが、 

  講師謝金、セミナーの価格の妥当性や効率性を確保すること。 

      （例：教育会社等で受講料 8,000 円のセミナーがあり、謝金 30,000 円を支払 

って自社に講師を招いて当該研修を受講する場合、受講生（新規雇用失業

者）が 3 人なら旅費や業務の効率等を勘案し、講師を招いた方が効果的で

あるが、受講生が 1 人ならセミナーに参加させた方が良い。） 

【留意事項】 

a 新規雇用失業者がＯＪＴに活かせる内容とすること。 

b 実施期間は訓練期間全体の概ね２割以下とする。 

c ＯＦＦ－ＪＴ期間中の賃金は、原則として受託者のパート・アルバイトの賃金を上回

らないこと（通勤交通費は原則全額支給）。 

d 必要なＯＦＦ－ＪＴが法令等の定めにより特定の訓練機関のみで実施されている場

合など、受託者において実施することが不可能な場合は、訓練機関への再委託又は訓

練機関との共同企業体によりＯＦＦ－ＪＴを実施すること。なお、再委託によりＯＦ
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Ｆ－ＪＴを実施する場合は、『人材育成研修計画』（別紙Ｅ）により委託先機関につ

いて大阪府の承認を得ること。 

 

② ＯＪＴ 

新規雇用失業者に以下のとおりＯＪＴにより実務経験を積ませていく。 

※ 自社の業務を新規雇用失業者のＯＪＴとして実施し、自社で実務経験を積ませてい

く「直接雇用型」とする。 

※ 新規雇用失業者をＯＪＴ先へ派遣することは認めない。社外で業務を行わせる場合

にあっては労働者派遣法に違反することのないよう十分注意すること。 

 

【留意事項】 

a 実施期間は訓練期間全体の概ね８割以上とする。 

b ＯＪＴ期間中の賃金は、原則としてＯＪＴ実施企業の大卒初任給を上回らないこと

（通勤交通費は原則全額支給）。なお、事業実施の必要上、リーダーや専門性の高い

人材を雇用する必要がある場合は、この規定に関わらず適切な賃金水準を設定するこ

とを妨げないが、あらかじめ大阪府と協議すること。 

c 本事業の受託に伴い、受託者の取引先等の経営（既存労働者の雇用等）に影響を及ぼ

してはならない。 

d 企画提案時に、ＯＪＴ対象としていなかった業務について、受託者から要望があった

場合、新規雇用失業者のスキルとのマッチングが可能であり、人材育成効果が見込ま

れる場合は、ＯＦＦ－ＪＴ及びＯＪＴの内容の追加・変更を認めることがある。ただ

し、事前に大阪府と協議することとし、追加・変更に伴う契約金額の増額は認めない。 

 

③ 本事業は下記のコースとし、採択事業者数は記載のとおりとする。ただし、採択予定者

数の範囲内であっても（10）に定める委託費の上限額を超える場合は、委託費の上限額

の範囲内で選定する。（詳細は、企画提案公募要項７（１）参照） 

なお、他の特集に応募する場合は、事業実施体制の組織表等において、全て採択されて

も実施可能であることがわかるように記載すること。 
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【コースの内容、推奨事例及び参画事業者の例】 

クラウド・ファンディング活用サポートコース     ＜採択予定者数：２事業者以内＞ 

内
容 

○クラウド・ファンディング（※１）は、起業・ベンチャーの創出や中小企業等の新事

業展開に必要な資金の調達手段として注目されており、今年６月に策定された国の成長

戦略（「日本再興戦略」）においても、技術やアイデアを事業化する段階でのリスクマ

ネーの供給を強化するための手段の一つとして提起されている。 

○一方で、プロジェクト（※２）がクラウド・ファンディングサイトに掲載され、その

プロジェクトが成功（共感を得て、資金を調達）するには、人々に共感を得られる企画

内容を考えることはもちろん、事業計画（資金計画を含む）の作成が必要である。 

○しかし、ベンチャー起業やクリエイティブ企業をはじめとする中小企業等では、人材

やクラウド・ファンディングに関する認知度の不足等により、単独では事業計画の作成

や企画の立案が出来ないことも多い。 

○そこで、本事業では、委託事業者がセミナーの開催や各種団体（市町村、商工会議所、

金融機関等）などとのネットワーク構築を通じ、クラウド・ファンディングでの資金調

達に関心がある中小企業等を開拓。 

○開拓した中小企業等の事業計画作成等のサポート支援の実施を通じて、クラウド・フ

ァンディング事業者へ提供し、これら事業者の運営ウェブサイトでの掲載に繋げる。 

○併せて、掲載されたプロジェクトを紹介・PR するためのイベントの開催やプロジェ

クトへの支援者作りのための取組みを実施する。 

 

※１ クラウド・ファンディング 

 「クラウド・ファンディング」とは一般に新規・成長企業と投資家をインターネット

サイト上で結びつけ、多数の投資家から少額ずつ資金を集める仕組みとされている。

※２ プロジェクト 

 本事業での「プロジェクト」とは、クラウド・ファンディングを活用して資金調達を

するための中小企業等の事業とする。 

提
案
事
項 

≪ＯＪＴ≫ 

１．プロジェクトがクラウド・ファンディングサイトに掲載されるための企画立案・事

業計画策定サポート 

２．普及啓発セミナーの開催やネットワーク構築を通じた府内中小企業等の開拓 

３．プロジェクトを紹介・PR するためのイベントの開催やプロジェクトへの支援者作

りのための取組み 

≪ＯＦＦ－ＪＴ≫ 

１ 社会人基礎力の養成（ビジネスマナー、文章作成能力、ロジカルシンキングなど）

２ 業務に必要な知識（経営戦略、マーケティング、アカウンティングその他ＯＪＴ業

務に必要な専門的知識など） 
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留
意
事
項 

○事業の実施に当たっては、クラウド・ファンディング事業者と連携して業務を行なう

こと。 

○ＯＪＴは各項目を漏れなく実施し、効果的な事業運営に努めること。 

○サポートするプロジェクトは原則として、府内の中小企業等が実施主体であり、その

内容が府内の産業振興や地域活性化等に寄与するものとする。 

目
標 

○計画策定支援したプロジェクトのクラウド・ファンディングサイトへの掲載件数 20

件以上またはクラウド・ファンディングサイトでの調達目標金額 1 億円以上 

○普及啓発イベントの開催件数：3 回以上、参加企業数：100 社以上 

○プロジェクト紹介イベントの開催件数：3 回以上（1 回は府内）、参加者 150 名以上 

 

④ その他 

a 提案内容については、大阪府と協議を行いながら真摯に履行すること。 

b 事業実施にあたっては、大阪府と必要な連携を図ることとし、別途、大阪府が指示す

る会議等に出席すること。 

c 上記のほか、行政機関や各支援機関（商工会、商工会議所等）が実施する創業セミナ

ー等において本事業のPRを実施すること。（実施機関の要請に応じて10回程度。） 

 

（５）各機関との連携 

事業実施にあたっては、大阪府の発注担当以外の部署や他の公的機関、団体、民間事業

者とも十分連携し、効果的な事業実施に努めること。また、この事業への若者の参加（雇

用）を促進するため、大学や企業独自のネットワークにより事業周知を行うこと。 

なお、大阪府は商工労働部各課が有する公開可能な情報を提供するなど、事業実施に協

力する。 

【留意事項】 

 具体的な連携先がある場合は、連携先や連携方法について提案書に盛り込むこと。 

 

（６）報告等について 

① 事業の実施状況のほか、就職状況等について把握し、適宜大阪府に報告すること。 

② 大阪府は、必要に応じて、事業内容等について臨時に報告を求めることがあるので、

協力すること。 

なお、調査結果については、受託者名等を公表する場合がある。 

 

（７）安定的継続雇用について 

① 事業終了後の安定的継続雇用率（１年以上の契約社員又は正社員）の目標値を、５０％

以上で設定すること。 

【提案事項】（必須） 

安定的継続雇用率５０％以上での提案を求める。 

② 事業期間内に正社員として継続雇用された場合は、本事業に従事することができるこ
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ととする。（経費負担については別途大阪府と協議する。） 

 

（８）就職支援等について 

雇用していた失業者のうち継続雇用とならない者に対し、雇用期間終了後の再就職の

ため、法令に抵触しない範囲で下記の就職の支援・あっせんを行うこと。 

① 就職活動を行う場合の時間的配慮をすること。 

② 就職情報等を提供すること。 

③ 雇用期間終了までに、就職の未内定者については、ハローワーク、ＯＳＡＫＡしごと

フィールド等の就職支援機関に求職登録させ、確認すること。 

④ 職業紹介や派遣許可を受けている受託者については、就職あっせんや紹介予定派遣な

どの方法で、求職者の就職支援を行うこと。 

【提案事項】（必須） 

事業終了後の就職支援について具体的支援策の提案を求める。 

 

（９）業務に携わる者の資格及び人数 

クラウド・ファンディング活用サポートコース 

①新規求職者を育成、指導し、円滑な業務の推進及び全体の進捗管理を行う者 

【留意事項】 

・新規雇用失業者を a～c とすることはできない。 

・a～c の者は兼ねることができない。 

職種等 人数 必要な資格・経験等 

a 統括員 

 

正社員(役

員を含む)

１人以上

事業計画の策定支援や企画立案などの業務につ

いて実務経験を有すること。 

ｂ 副統括員 

 

正社員(役

員を含む)

３人以上 

事業計画の策定支援や企画立案などの業務につ

いて実務経験を有すること。 

c 事務スタッフ 

 

正社員(役

員を含む)

１人 

 

②新規求職者より雇用し業務を行う者 

雇用人数 

（新規雇用失業者数） 
雇用期間 必要な資格・経験等 

上限：６人 12 ヶ月

公認会計士、税理士、中小企業診断士など経営・

会計分野の資格保有者や事業計画策定支援など

本業務に必要となる知識又は経験を有すると認

められる者。 

※上記の資格、経歴等を証明する書類を提出すること。（企画提案公募要項 4（２）添
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付書類ケの必須提出書類） 

※新規雇用失業者を日常的に指導できる体制をとること。 

【提案事項】（必須） 

 ・新規求職者の雇用人数 

 

（10）委託費の上限 

委託費の総額は、88,656 千円（消費税及び地方消費税を除く。）を上限とする。 

また、コースにおける新規雇用失業者１人１ヶ月あたりの委託費の上限額及び各年度の

予定額は以下のとおりとする。 

 

【総額及び各年度の事業予定額】 

コース名 新規雇用失業者

１人１ヶ月 

あたり上限額

（消費税及び地

方消費税除く）

総額  

25 年度 

事業予定額 

26 年度 

事業予定額 

クラウド・ファンディング 

活用サポートコース 

（※下段は１社あたり金額 

    例：６人雇用の場合） 

６１５千円 

88,656 千円 6,913 千円 81,743 千円

44,328 千円 3,457 千円 40,87１千円

※新規雇用失業者１人１ヶ月あたりの上限額とは、提案金額（総額）を雇用する新規雇用

失業者の人数及び雇用月数で除した金額である。 

※事業実施額とは、各年度内に履行があったものを対象とする。 

   例）平成２6年３月分の給与に掛かる社会保険料は、社会保険事務所等に対し、４月 

に支払いを行ったとしても２5 年度事業実施額に含む。 

※雇用人数については、適正な雇用管理、効果的な訓練を行うため、原則として受託者の

既存労働者数を上限とする。ただし、本事業の経費によらず、適正な雇用管理、効果的

な訓練を行う体制を整備する場合は、この限りでない。 

※優秀提案者の提案額の総額が委託上限額に満たない場合は、各優秀提案者と大阪府との

協議により、仕様書の条件の範囲内で提案人数等の変更を行うことがある。 

【提案事項】（必須） 

・新規雇用失業者1人1ヶ月あたりの金額(様式３) 

 

（11）その他 

① 個人情報を取り扱うときは、「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。なお、個人情

報保護の観点から受託者は、『誓約書』（別紙Ｍ）を提出すること。 

② 本事業の実施で得られた成果（著作物等）、情報（個人情報を含む。）等については大

阪府に帰属する。 

51

nishino-PC
長方形



 

15 
 

③ 事業の再委託は原則禁止するが、必要がある場合は大阪府と協議すること。 

④ 見積り、求人等の詳細については、大阪府と本事業の委託契約を締結する際に協議す

ること。 

⑤ その他、事業の実施に際しては大阪府の指示に従うこと。 

 

3 精算について 

（１） 受託者は、１（１８）に留意し、本事業に係る経理と他の経理を明確に区分すること。

また、事業終了後、大阪府に対して収入額及び支出額を記載した収支精算書を提出し、

大阪府の確認を受けること。なお、精算の結果、受託者へ交付した委託料に残額が生じ

た時は、大阪府からの通知に基づき返納すること。 

（２） 大阪府は、新規雇用失業者の人件費及びその他の人件費についても、給与明細、賃金

台帳、業務日誌、出勤簿、公的証明書、領収書等の各種証拠書類との確認を行い、見積

りよりも、退職・欠勤等のためそれぞれの人件費の実績が下回った場合などは、減額・

返還を求めることができる。 
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